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　エジプトでは慢性的な貿易赤字の解消を視野に入れ、国際競争力を高めるべく、特に自動車部

品、一般機械などの産業開発を国家計画の最優先課題として重点を置き、同分野における外国資

本・技術の導入を経済政策の大きな柱としてきました。そのうえで重要な位置を占めてくる部品

産業のなかでも、金属加工、機械加工の製造業者は、基本的な技術並びに品質管理が欠落してお

り、その早急な改善が必要となっています。

　このような背景の下、エジプト政府は、1998年８月、科学研究省中央冶金研究所（Central

Metallurgical Research and Development Institute：ＣＭＲＤＩ）の鋳造技術、金属加工、

熱処理技術、評価試験に関する技術を強化することを目的とするプロジェクト方式技術協力を要

請してきました。

　これを受け、我が国は、1999年４月にＪＩＣＡをベースとした事前調査団を派遣し、プロジェ

クトの要請背景・実施体制の確認、要請各分野に関するニーズ、エジプト側の技術レベルの調査

等を実施し、その結果に基づき、技術移転分野・項目の絞り込みを行いました。その後、同年９

月に短期調査を実施し、より具体的な協力計画案作成のため、調査・協議を実施しましたが、一

部、双方で合意に至らなかった部分を残したため、今次第２次短期調査の実施が必要となりまし

た。

　本短期調査は、前回調査で合意に至らなかった部分について再度協議し、確定するとともに、

より詳細な調査検討項目についてエジプト側と協議を行い、プロジェクト開始に向け、より具体

的、かつ実行可能性の高いプロジェクト計画の形成を行うことを目的として派遣されたもので

す。

　本報告書は、同調査員チームの現地における調査結果及び協議事項を取りまとめたものです。

ここに、本調査員チームの派遣に御協力頂いた日本、エジプト両国の関係各位に対し深甚の謝意

を表するとともに、併せて今後の御支援をお願いする次第です。

2000年２月
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第１章　第２次短期調査の派遣概要第１章　第２次短期調査の派遣概要第１章　第２次短期調査の派遣概要第１章　第２次短期調査の派遣概要第１章　第２次短期調査の派遣概要

１－１　要請の経緯と目的１－１　要請の経緯と目的１－１　要請の経緯と目的１－１　要請の経緯と目的１－１　要請の経緯と目的

　エジプトでは、慢性的な貿易赤字の解消をも視野に入れ、輸出産業への投資促進策がとられて

おり、公的企業の段階的な民営化による産業の活性化も進められているが、多くの企業はこれま

での保護政策下で十分な国際競争力を身につけていない。

　また、自動車や一般機械などの部品の製造をはじめ、産業を支えるうえで重要な役割を担う中

小企業を中心とした産業開発が国家計画の最優先課題となっているが、基本的な技術並びに品質

の管理が欠落しており、産業の競争力強化を阻害する要因となっていることから、その早急な改

善が急務となっている。

　このような状況下、エジプト国政府は、1998年８月、我が国に対し、エジプト国における金属

学の研究開発及び民間企業への技術サービス提供で中核的な役割を担う政府組織である中央冶金

研究所〔Central Metallurgical Research and Development Institute：ＣＭＲＤＩ、鉱石

評価・資源選鉱、冶金、金属加工、溶接、管理部門の５部門に約500人の人員（うち約30％が研

究員）を擁する政府組織〕の鋳造、金属加工、材質、熱処理、評価試験に関する技術力を向上・

強化することを目的とするプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　これを受け、我が国は、1999年４月にＪＩＣＡをベースとした事前調査団を派遣し、プロジェ

クトの要請背景・実施体制の確認、要請各分野に関するニーズ、エジプト側の技術レベルの調査

等を実施し、その結果に基づき、技術移転分野・項目を絞り込み、協力形態・内容、また日本、

エジプト双方の投入計画（案）の検討を行った。

　事前調査の結果を受け、1999年９月には第１次短期調査員チームを派遣し、技術移転分野の絞

り込み及び協力形態・内容、また日本、エジプト双方の投入計画（案）の検討を行ったうえで、

これについての確認・合意事項をミニッツに取りまとめ、署名・交換した。

　今次短期調査では、上記短期調査の結果を踏まえ、より具体的な協力形態、技術移転分野項

目、供与機材、方法、技術協力計画（ＴＣＰ案)、活動計画（ＰＯ案)、暫定実施計画（ＴＳＩ案）な

どにつき協議し、基本的な内容については日本、エジプト双方で合意し、その結果をミニッツに

取りまとめ、署名・交換した。
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１－２　主要調査項目１－２　主要調査項目１－２　主要調査項目１－２　主要調査項目１－２　主要調査項目

(１) 実施機関受入体制の調査、確認

１) ＣＭＲＤＩの活動概要（研修、委託研究等、産業向けサービスについて）

２) 施設・機材の現状再確認

ａ) 建屋改修状況・計画の確認

ｂ) ｢金型設計・製作」演習実施環境についての調査

(２) 各技術分野のターゲット・グループ及びニーズの現状把握

１) ターゲット・グループの再確認

２) ＣＭＲＤＩに対するニーズの再確認

(３) プロジェクトの協力範囲及び内容の確認

１) プロジェクト基本計画の再検討（成果及び活動内容）

２）技術移転分野の区分整理

３) 各技術移転項目の再検討（ＴＣＰの再検討）

４）各技術移転方法の確認

５) 投入計画の再検討

ａ) 供与機材の検討

　レーザーシステムを中心とした機材供与計画の策定

　現地調達可能性の調査（供与機材、周辺機器、資機材及び保守管理体制等）

ｂ) エジプト側投入計画の確認

　カウンターパート配置計画の確認

　サポーティング・スタッフ、ローカルコスト等、エジプト側投入計画の確認

６) 計画管理諸表の整備（ＴＣＰ、ＰＯ、ＴＳＩの改訂及び初年度各管理諸表の作成）

(４) モニタリング・評価方法の検討

１－３　短期調査員構成１－３　短期調査員構成１－３　短期調査員構成１－３　短期調査員構成１－３　短期調査員構成

　氏　名 　 分　野 　　　　　　　　　　　所　　　属

三木　常靖 団長・総括 国際協力事業団国際協力総合研修所国際協力専門員

吉田　千里 金属加工（１） 神鋼リサーチ（株）東京調査研究部担当部長

樺澤　眞事 金属加工（２）
日本鋼管（株）総合材料技術研究所福山材料研究センター主幹
研究員

須賀　正孝 金属加工（３） 鋼管計測（株）グループ技術支援部専門部長

時田　裕一 金属加工（４） 日生工業（株）第一工作課課長

白川　　浩 協力企画 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課職員

角田　真紀 運営管理 (財) 国際情報化協力センター嘱託
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１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程

日順

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

日付

2月12日

2月13日

2月14日

2月15日

2月16日

2月17日

2月18日

2月19日

2月20日

2月21日

2月22日

曜日

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

金属加工 (1) (2) (3)

ＣＭＲＤＩ受入体制調査 (1)
・建屋改修状況、計画及び機材設備状況の再確認

ＣＭＲＤＩ受入体制調査(2)

・各分野ごとの機材レイアウト（詳細）の確認、調
整

 8:00　カイロ発(BA154)
11:25　ロンドン着
14:10　ロンドン発(BA007)

11:00 成田着

・機材設置環境準備の計
画確認
・カウンターパートの本
来業務の確認

・機材レイアウトの作成
（材質制御、レーザー分
野につき）

・技術移転方法の詳細確
認
・調査結果取りまとめ

金属加工  (4)

・金型設計・製作演習実
施環境についての調査

協議(3)に参加

・調査結果取りまとめ
・ミニッツ案作成

 8:00 カイロ発(BA154)
11:25 ロンドン着
14:10 ロンドン発

(BA007)
11:00 成田着

団長、協力企画、運営管理
11:05 成田発（BA006）
15:00 ロンドン着
16:15 ロンドン発（BA155）
23:15 カイロ着
午前 事務所打合せ

大使館表敬

午後 ＣＭＲＤＩ表敬
キックオフミーティング（調査目的の明確化）
ＣＭＲＤＩの活動概要の確認

午前 ＣＭＲＤＩとの協議 (1)　協議には金属加工(2)の調査員が参加
・レーザー分野の技術移転範囲、供与機材の確定

午後 ＣＭＲＤＩとの協議 (2)
・レーザー分野　技術移転項目の再検討（ＴＣＰの
　再検討）

午前 ＣＭＲＤＩとの協議 (3)　協議には金属加工(1)(4)の調査員が参加
・アルミダイカスト分野の技術協力計画
・金型設計・製作演習実施の可否について

午後 ＣＭＲＤＩとの協議 (4)　協議には金属加工(3)の調査員が参加
・材質制御分野の技術協力計画
・技術移転分野の区分整理

午前 ＣＭＲＤＩとの協議 (5)
上記以外の分野の技術協力計画

午後 ＣＭＲＤＩとの協議 (6)
・初年度計画の策定、エジプト側投入計画の確認
・モニタリング・評価方法の検討

終日 団内での調査結果の取りまとめ、ミニッツ案作成
事務所への結果概要報告

終日 団内打合せ
ミニッツ案作成、計画管理諸表の作成

午前 ＣＭＲＤＩとの協議 (7)
・ミニッツ案協議

午後 ＣＭＲＤＩとの協議 (8)
・ミニッツ案最終調整

午前 ・ＣＭＲＤＩとの協議 (9) ミニッツ案最終調整
午後 事務所報告

大使館表敬
ミニッツ署名・交換

 8:00 カイロ発(BA154)
11:25 ロンドン着
14:10 ロンドン発(BA007)
11:00 成田着

（報告を必要とする調査員のみ）

（注１）ＣＭＲＤＩは木・金曜日が休日
（注２）ＪＩＣＡ事務所、日本大使館は金・土曜日が休日
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１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者

＜エジプト側＞

　　中央冶金研究所（ＣＭＲＤＩ）

Prof. Adel Nofal President

Prof. Dr. Eng. Bahaa Zaghloul Head of Welding Research Department

Mr. Mohamad Ramadan Research Assistant of Casting Department

Dr. Alber Alpnonse Sadek Researcher of Welding Research

Department

Dr. Mohamed Hanafy Researcher of Welding Research

Department

＜日本側＞

(１) 在エジプト日本大使館

山下善太郎 一等書記官

(２) ＪＩＣＡエジプト事務所

中村三樹男 所長

佐藤　　仁 所員

Mahmoud Abd El Halim Development Projects Coordinator
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第２章　調査結果第２章　調査結果第２章　調査結果第２章　調査結果第２章　調査結果

２－１　調査結果概要２－１　調査結果概要２－１　調査結果概要２－１　調査結果概要２－１　調査結果概要

　本件調査員は、2000年２月12日から2000年２月21日までエジプト・アラブ共和国カイロに滞在

し、金属加工技術向上プロジェクトに関する調査・協議を実施した。

　前半は、事前に調査・取りまとめていた結果を基に、本プロジェクトに係るエジプトの金属加

工産業の現状及び技術ニーズを再確認したうえで、それらのニーズに対して実施機関である中央

冶金研究所（ＣＭＲＤＩ）が実施してきた活動内容と、今後プロジェクトを通して実施すること

を想定している活動内容について聴取した。

　後半は、それを踏まえ、ＣＭＲＤＩとの間で、本プロジェクトで実施する活動内容、技術移転

の内容を確認し、プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ)、技術協力計画（ＴＣＰ)、

活動計画（ＰＯ）等の計画管理諸表を作成したうえで、懸案となっていた機材供与計画等につい

て協議を実施した。

　最終的には、上記協議内容をミニッツとして取りまとめ、２月20日午後、カイロ市内で、我が

国側団長三木国際協力専門員と、ノファルＣＭＲＤＩ所長との間で、署名・交換を行った。

　協議及び署名・交換されたミニッツの概要は以下のとおり。

２－１－１　一般的事項

(１) 前回調査結果について

　今次短期調査で協議した事項については以下に明記したとおりであるが、今回ミニッ

ツに記載しなかった内容で、事前調査及び第１次短期調査において協議した内容につい

ては、原則として過去２回の調査時に作成されたミニッツのとおりであることを相互に

確認した。

(２) 合同調整委員会（ＪＣＣ）

　プロジェクト開始後、プロジェクトの運営管理並びにモニタリング及び評価は、合同

調整委員会（ＪＣＣ）の主導下で現地化されるのが望ましいことを再確認し、ＪＣＣ委

員のリストを見直した。その際、産業界とのつながりの重要性を相互に確認し、エジプ

ト工業連盟の代表を委員に加えることにした。
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２－１－２　関連情報及び内容の確認

(１) プロジェクトの概要

１）関連機関

　実施機関：中央冶金研究所（ＣＭＲＤＩ）

　実施部門：溶解鋳造部（Melting & Casting Department）

　　　　　　溶接研究部（Welding Research Department）

２) 運営体制（カウンターパートとその他運営スタッフの配置）

　総括責任者：ＣＭＲＤＩ所長

　実施責任者：溶接研究部長

　なお、1999年度限りで現ＣＭＲＤＩ副所長が退任することに伴い、2000年度から現

溶接研究部長が副所長に昇格する予定であるが、溶接研究部長を兼任することから、

討議議事録（Ｒ／Ｄ）には「溶接研究部長」を実施責任者として明記することを確認

した。また、現ＣＭＲＤＩ所長は2000年より任期を延長しており、今後２年は所長が

交代する予定がないことを確認した。

　カウンターパート配置予定は上記２名を含め23名である。各分野ごとに配置したカ

ウンターパート予定者リストを添付し、カウンターパート配置計画を再確認した。な

お、経理担当等プロジェクト運営管理に必要となる上記以外の要員については、日本

側の要望に応じ、エジプト側がサポーティング・スタッフを配置することを約束した。

３) 協力期間

　討議議事録で双方が合意した日から４年間とすることを再確認した。協力開始時期

については、実施協議調査団がエジプトを訪問した際に討議議事録のなかで最終的に

確定することとした。

　ＣＭＲＤＩの受入体制は十分整備されていることを確認したが、機材の調達手続き

にかかる時間を考慮し、開始時期は暫定的に2000年10月とすることを計画管理諸表

（案）に明記した。

　また、協力開始から３年間を技術移転にあて、最後の１年間は技術の定着を目的と

するモニタリングや、必要に応じ補完的な技術移転を行う期間と定めた。

４) 技術移転の方法

　前回調査時と同様、技術移転の方法としては講義、実技（実験）及びオンザジョブ・

トレーニング（ＯＪＴ）の形をとることを再確認した。

５) 技術移転の対象分野

ａ) ターゲット・グループ

　本プロジェクトの当面のターゲット・グループは、カウンターパートであり、プロ
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ジェクトが進展するに従って、対象をエジプト金属加工産業に拡大する。

ｂ) 技術移転分野

　本邦で再整理した概念図をもとに、エジプト側と協議した結果、技術移転分野を以

下のとおりとした。

ⅰ　材質制御と品質管理

ⅱ　鋳造

　①　アルミダイカスト

　②　特殊鋳型（シェルモールド、コールドボックス）

ⅲ　熱処理

　①　ダクタイル鋳鉄のオーステンパー

　②　表面硬化（浸炭、浸炭窒化）

ⅳ　溶接継手の疲労試験

ⅴ　レーザー切断

６) 対外技術サービス

　エジプト側の対外技術サービスについての要望を聴取し、産業界のニーズ等との整

合性を協議・確認した結果、プロジェクト範囲内ではアルミダイカスト分野及びレー

ザー切断分野についてのみ技術サービスをカウンターパート主体で提供することとし

た。対外技術サービスの分類とその内容（定義）は以下のとおり。

ａ) 研修／セミナーサービス

　ＣＭＲＤＩでカリキュラム・教材等を準備し、定期的に、または企業の特別な要望

に応じて不定期に、研修コースやセミナーを開催する。

　現在ＣＭＲＤＩでは定期的研修コースを年間20件実施し、更に特設研修を提供する

など、幅広く研修活動を実施している。アルミダイカスト分野では新コースを設置

し、レーザー切断分野では企業からのニーズに応じて個別研修を提供することから

サービス活動を開始する予定である。

ｂ) モデリング／試作品製作サービス

　試作品製作とは、従前に作成（準備）した図面や加工方法・条件を用い、ターゲッ

トとする製品の試作・評価を実施するサービスである。

　一方、モデリングとは、試作品製作に入る前段階で、ターゲットとする製品設計・

製造に関するオプションを評価するため、いくつかのモデルや加工手段の比較等を通

して、最適方法選択のための情報を提供するサービスである。

　なお、アルミダイカスト分野では金型が必要になることから、企業が金型を持参し

た場合にのみ試作品製作は実施するが、モデリングは実施しないことをエジプト側と
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確認した。

ｃ) 技術相談／コンサルティング

　企業からの電話等による技術的質問に対し、アドバイスを提供したり、実際に企業

に出向いて工場内で問題解析にあたるなどを主要な活動内容としている。他分野では

既に実施済みであり、多くの企業からの要請に応えていることから、一度相談に応じ

た企業とは別件でのサービス提供もするなど、組織的な関係が構築されている。

　上記３サービスはカウンターパート主体での実施となるが、日本人専門家によるア

ドバイス提供もあり得ることを相互に確認した。アルミダイカスト分野とレーザー切

断分野以外の技術分野では、プロジェクトの範囲外であっても、これまでの経験を基

に、カウンターパートが自助努力により実施することを容認することを確認した。

　また、対外技術サービスを実施するのに際し、ＣＭＲＤＩはエジプト関連産業のニー

ズ調査や関連データの蓄積・利用などの経験はあまりないため、明確なターゲットに

絞り込んだ計画的なサービスの実施をするには至っていない。そのため、本プロジェ

クトを通して、新規ニーズの開拓や、関連企業のグループ化並びに企業をターゲット

とした広報活動等、指導すべき余地はあるようである。カウンターパートに、これら

ニーズ調査の必要性について、プロジェクトを通して認識させることが必要かつ有効

であると考えられる。

７) プロジェクトの基本計画

　上記６）までの技術的協議結果を踏まえ、暫定プロジェクト・デザイン・マトリッ

クスを作成した。そのマスター・プランについては以下のとおり。

ａ) 目標

（上位目標）

　エジプトの金属加工産業の製造技術能力が向上される。

（プロジェクト目標）

　ＣＭＲＤＩの金属加工産業に対する技術サービスの質が向上する。

ｂ) 成果

０　プロジェクトの運営管理体制が整備される。

１　必要な機材が整備され、適切に維持管理される。

２　カウンターパートの技術力が向上される。

３　ＣＭＲＤＩによる技術サービスが金属加工産業に提供される。

ｃ) 活動

０－１　人員の配置
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０－２　活動計画の策定

０－３　予算計画及び執行

０－４　運営管理システムの整備

１－１　施設改修計画の策定と実施

１－２　機材供与と設置

１－３　機材の運転と管理

２－１　技術協力計画の策定

２－２　カウンターパートへの技術移転の実施

２－３　カウンターパートへの技術移転の実施状況のモニタリング・評価

３－１　技術サービス計画の策定

３－２　技術サービスの実施

３－３　技術サービス実施状況のモニタリング・評価

８) 技術移転分野に係る特記事項

ａ) 材質制御と品質管理

　本分野については、対処方針どおり本プロジェクトの他の６分野に共通する基本的

技術分野として位置づけることとし、技術移転について全カウンターパートが対象に

なり得ることをエジプト側の合意のうえ、ミニッツに明記した。

　また、本分野担当の長期専門家が他６分野について、材質制御及び品質管理という

観点から取りまとめると同時に、短期専門家が担当する分野に関して、技術的な調整

やフォローを担当することについてエジプト側に説明し、同意を得ている。

　さらに、本分野の技術移転方法は前回調査時には講義のみを想定していたが、より

効果的な技術移転のために、講義に加え実験（実技）を取り入れることを相互に確認

した。

　その実施のために、ＣＭＲＤＩの試験関連設備を調査した結果、フォーマスター全

自動変態測定機は最も基本的な測定機のひとつであるにもかかわらず、エジプト側が

所有していないことが判明した。協議のなかで、同機から技術移転において期待でき

る高い有効性を確認したうえで、本部への請訓を経た結果、同測定機を投入すること

について容認を得られたため、本測定装置を投入することとした。

　加えて、本分野に関連し、ＣＭＲＤＩでは破壊・強度実験室の新設を計画中である

との説明があり、我が国側は同新設計画に対し本分野担当専門家が情報提供と立ち上

げ支援の面で協力することで合意し、ミニッツにも明記した。
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ｂ) 鋳造

ⅰ　アルミダイカスト

　①　金型設計・製作の知識

　本技術移転項目については、コピー金型製作演習の実施可否について調査した

結果、ＣＭＲＤＩ所有の機材で、ある程度実施可能であるとのめどがたったこと

から、講義による技術移転に加え、コピー金型製作演習を実施することとした。

　②　ターゲット製品

　本技術移転の進捗度をモニタリング・評価するために、異なる難易度ターゲッ

ト製品を２種設定することとし、エジプト産業のニーズと、鋳造実施及び金型製

作演習実施の観点から、難易度の低いものとしてボトムソケット（バス用）、難

易度の高いものとしてブレーキ部品（電車用）の金型を選択し、我が国側が供与

することにした（ミニッツに図面添付)。

　うち、コピー金型製作演習にはボトムソケットを採用する。

ⅱ　特殊鋳型（コールドボックス）

　本分野でも技術移転進捗度を計る目的でターゲット製品を一種設定することとし

ていたが、協議の結果、Coupling head for pneumatic brakeの中子（なかご）

をターゲット製品とすることで合意した。同型も我が国側の供与機材のひとつとす

る。

ⅲ　熱処理〔＝表面硬化（浸炭、浸炭窒化）〕

　本技術の熱処理方式については、今後エジプト産業でも、シアン発生の可能性の

ある塩浴方式は厳しく制限する方向にあることから採用しないこととし、代替方法

としてガス方式による熱処理を検討した。

　本技術に対するエジプト側の目的・用途を確認したところ、浸炭及び浸炭窒化に

高い優先度があることが判明したため、本部への請訓をもって、ガス方式の熱処理

炉を一基供与することとした。

ⅳ　レーザー切断

　本技術の移転に必要なレーザーシステム仕様の決定に際し、エジプト産業の同技

術に対する現状のニーズレベルから、対外サービス実施には下記仕様でも対応可能

であることを双方確認した。

光源タイプ：ＹＡＧ

出力：２kW級

制御軸の数：５

加工テーブルのサイズ：1.5m×２m
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(２) プロジェクト計画管理諸表

　上記（１）にある技術的項目の協議結果を踏まえ、以下の計画管理諸表の見直し、作

成を行った。

１) プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）

２) 技術協力計画（ＴＣＰ)

３) 年次技術協力計画（ＡＴＣＰ)

４) 活動計画（ＰＯ)

５) 年次活動計画（ＡＰＯ)

６) 暫定実施計画（ＴＳＩ)

７) 年次暫定実施計画（ＡＴＳＩ)

(３) 日本側がとるべき措置

１) 専門家派遣

ａ) 長期専門家

　チーフ・アドバイザー、業務調整員、材質制御と品質管理、アルミダイカスト、

レーザー切断の５名の長期専門家を派遣する。

ｂ) 短期専門家

　短期専門家は必要に応じて派遣する。

　なお、１年目の投入計画についてはＡＴＳＩに記載した。2000年度は12名の短期

専門家派遣の予定があることを確認した。

２) 研修員受入

　年間０～３名の受入れを実施する。

　また、平成12年度受入計画については、６～７月にプロジェクト総括責任者及び実

施責任者の２名を視察型により２週間程度受入予定であることを確認した。視察先、

内容等の要望については、今後、エジプト事務所にＡ２Ａ３フォームのアドバンスを

提出する折に明確化することをＣＭＲＤＩより確認した。

３) 供与機材

　上記（１）の８）の技術的協議の結果、供与機材の仕様がほぼ確定した。同機材項

目は実施協議調査団のエジプト訪問時に、最終的に確定することを確認した。また調達

条件として、①メンテナンスは現地対応（調達）が可能であることと、②操作及びメン

テナンス・マニュアルが和文・英文で準備できること、を明記することを確認した。

(４) エジプト側がとるべき措置
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(４) エジプト側がとるべき措置

１) 施設

　技術移転の実施及び専門家の執務室としては、既存ワークショップの一部と昨年９

月に内装を除いて完工した拡張棟の一部を利用することを再確認した。

　機材設置環境整備については、電源、ガス、水の配置は済んでおり、今後供与機材

が決定し次第、確定した詳細仕様を本部からエジプト側に伝え、それに従い機材設置

環境の更に詳細な項目を相互にフォローすることとしている。

　また、専門家執務室用に空調設備、電話線、インターネット・サービスを提供する

用意をエジプト側が進めていることを確認し、プロジェクト開始前までに整備するこ

とを確認した。

２) 資機材

　ＣＭＲＤＩが所有する関連既存機材を再調査し、前回調査時に作成した既存機材リ

ストを更新した。また、プロジェクト運営のためにエジプト側が調達・準備する資機

材類についても明記し、プロジェクト開始に向けて相互にフォローアップすることを

確認した。

３) ローカルコスト

　円滑なプロジェクト運営のため、必要なローカルコストについてはエジプト側が負

担することを確認し、具体的な予算配置計画を再確認した。また、供与機材の追加等

により、メンテナンス・コストが大きくなる可能性があることから、場合によっては

項目ごとの予算を20％まで補足配置することをエジプト側は確約した。

　また、持続可能性を考慮し、協力期間中、終了後のいずれにおいてもエジプト側が

独自にプロジェクト運営を継続できるよう、必要な予算措置を責任をもって継続する

との確約を取り付けた。

(５) その他

１) チーフ・アドバイザー

　エジプト側は、本プロジェクトのチーフ・アドバイザーの要件として、高い英語力

と技術知識を持つことを強く要望していることを申し伝えてきており、その旨ミニッ

ツに記載し、エジプト事務所からの公電と併せ、帰国後各省庁にその旨を伝えた。

２) 日本以外のドナーからの対ＣＭＲＤＩ援助

　ＣＭＲＤＩは1985年の設立後、複数の国際援助機関と協力関係を結んできている。

その具体的内容を確認したところ、金属加工関連では、砂型鋳造や基礎的な金属切断

等の分野において、機材供与、専門家受入等による部分的な技術協力の経験があるこ

とが確認できた。本プロジェクトでは、基礎的技術である材質、試験・評価、品質管
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理分野の充実と向上を図る一方で、鋳造、金属加工分野等の応用技術において比較

的新しい技術を新規に移転することによる、総合的な協力形態を持つことにより、

ＣＭＲＤＩの役割を高め、金属加工分野におけるエジプト産業の技術能力向上に貢献

するものであることを確認した。

３) プロジェクト運営上必要な消耗品等の現地調達

　プロジェクト終了後のＣＭＲＤＩの持続発展性を勘案し、プロジェクト実施中から

消耗品やメンテナンスについては原則として現地で調達することが望ましいとの説明

をし、エジプト側の同様の意思を確認した。そのため、現地調達ルートを現段階から

確保しておく必要があることから、エジプト側は、既に利用している消耗品及びメン

テナンスの調達先に関する情報（代理店及び連絡先）リストを、調査団帰国後、本部

あてに送付することを約束した。

４) 討議議事録サンプル

　４月に調印を予定している実施協議のサンプルを確認した。
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２－２　対処方針及び調査結果２－２　対処方針及び調査結果２－２　対処方針及び調査結果２－２　対処方針及び調査結果２－２　対処方針及び調査結果

第０　全般

第１　プロジェクト
実施機関、受入体
制の調査・確認
１　実施機関

(1)活動概要

(2)組織としての
開発計画

(3)組織改編の動
向

・今回の調査は、前回までの調査結果を基
に、
(1)実施機関受入体制の調査、確認
(2)各技術分野でのターゲット・グルー
プの現状把握

(3)プロジェクトの協力範囲及び内容の
確認

(4)モニタリング・評価方法の検討
　という４点を中心に実施協議調査に向け
て必要な事項を協議・確認することを目
的として実施するものである。

・中央冶金研究所（ヘルワン市）
(Central Metallurgical Research and
Development Institute：ＣＭＲＤＩ）

・ＣＭＲＤＩは、工業試験所として、10年
間に250件の受託契約による技術支援を
実施しているほか、研修コースを年間20
件程度開催している。同研究所は、金属
に係る、鉱石評価・資源選鉱、鋳造、金
属加工、溶接、試験等の技術分野につい
て幅広く対象とし、広く産業界全体を対
象として、研修コース、技術支援
（Technical Support)、コンサルティン
グ、新製品・プロセスの紹介、試作品製
作等の形態で活動している。

・CMRDI DEVELOPMENT PLAN
（1997-2001）が実施されている。

・現在ＣＭＲＤＩでは組織改編を検討中で
あるが、国営企業の民営化に伴い変化す
る新民間企業からのニーズを把握してか
ら行うことが現実的であるため、前回の
調査時では、明確に実施のめどが立って
いない旨聴取した。

・左記以外の事項について協議の
必要が生じた場合は、基本的に
は前回までの調査の対処方針及
びミニッツに基づき対応するこ
ととする。

・左記について確認し、ミニッツ
に記載する。

・左記について活動実績の詳細を
確認し、必要に応じミニッツに
記載する。

・必要に応じ左記内容・実施状況
について確認し、ミニッツに記
載する。

・左記について最近の動向を再度
確認し、特に現総括責任者であ
る所長の退任の可能性をはじ
め、プロジェクト実施に係る変
化の有無につき、聴取する。

・以下に協議した結果をまとめ
た。
　　今次調査ミニッツに記載して
いない事項については、基本的
に事前調査及び第１次短期調査
時に作成したミニッツに記載し
た内容に変更がないことを確認
し、ミニッツにもその旨記載し
た。

・左記について再確認した。

・左記についてＣＭＲＤＩによる
プレゼンテーション及びヒアリ
ングにて確認した（ミニッツ
Annex２参照)。

・左記について再確認した。

・組織改編については現在も引き
続き検討中であるが、大きな変
化がないことを確認した。
　　また、左記所長の退任の可能
性はなく、プロジェクト開始後
も引き続き同任務を担当するこ
とを確認した。

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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(4)予算・収入

ア 財政収入

イ 自己収入

(５)支出

２　プロジェクト
責任者
(1)総括責任者
　(Project
　 Director)

(2)実施責任者
　(Project
　 Manager)

・予算総額は1998／1999年度実績で8,535
千LE（約3.4億円）である。

・政府からの予算配分は1998／1999年度実
績で約5,803千LE（約2.3億円）である。
内訳は以下のとおり。

・自己収入は1998／1999年度実績で約
2,734千LE（約1.1億円）である。内訳と
しては以下のとおり。

・支出総額は1998／1999年度実績で11,933
千LE（約4.8億円）である。内訳は以下
のとおり。

・ＣＭＲＤＩ所長

・ＣＭＲＤＩ溶接研究部長
　　なお、エジプト側より所長（ノファル
氏）が来年にも退任し、現溶接研究部長
（バハ氏）が所長に昇格する可能性があ
る旨の発言があった。これに関連しエジ
プト側より、実施責任者については、
Ｒ／Ｄでは「総括責任者が任命した者」
と記載したい旨の発言があったため、聞
き置いた。

・左記について、可能であれば内
訳も含めた今年度の実績状況、
及び今後の見込みを確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記について再確認する。

・左記について再度確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記について、再度確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記ア、イ及び(５）の1998／
1999年度の実績については前回
調査のとおりであることを確認
し、1999／2000年度の実績は現
在執行中であり、取りまとめて
いないこと、2000／2001年度の
予算計画は１月にMinistry of
Financeの査定を経て、３月に
教育科学委員会と協議する予定
である旨説明があった。

・左記について再確認した。

・左記について再確認した。

・左記について確認した結果、所
長の退任はないことがわかっ
た。
　　ただし、今年度を以て現副所
長が退任する予定であり、その
結果プロジェクト実施責任者で
ある溶接研究部長が同地位に昇
格することを確認した。なお、
同昇格後も、現溶接研究部長は
副所長の地位と現地位を兼任す
ることになるため、Ｒ／Ｄに記
載する実施責任者の役職名は溶
接研究部長のままとすることと
した（ミニッツAnnex３参照)。

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

比率（％）
61.9
20.8
17.2
100.0

分類
人件費（給与等）
メンテナンス／消耗品等
施設／設備費
計

金額（千LE）
3,594
1,209
1,000
5,803

比率（％）
63.2
4.2
17.8
14.8
100.0

分類
契約ベースプロジェクト
コンサルティング
技術サービス
研修
計

金額（千LE）
1,733
115
489
405

2,742

比率（％）
49.0
15.7
17.6
16.7
0.8
0.1

100.0

分類
人件費（給与）
原材料／消耗品等
施設費
機材費
設備費
交通費
計

金額（千LE）
5,853
1,874
2,100
1,995
100
11

11,933
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３　関連部門の活
動内容

第２ プロジェクト内
容
１　案件名称

２　ターゲット・
グループ及びそ
のニーズの確認

(1)アルミダイカ
スト

・前回調査までに調査したＣＭＲＤＩの活
動概要は、上記１（１）にあるとおり。
ただし、プロジェクトの対象となる溶解
鋳造（Melting & Casting）部門及び溶
接研究（Welding Research）部門のより
具体的な活動内容とその方法については
更に調査する必要がある。

・金属加工技術向上プロジェクト
（Project on Upgrading of Metal Pro-
cessing Technology in the Arab Re-
public of Egypt）

・前回調査までに聴取した結果は以下のと
おり。

・エジプトで、３公営企業と４民間企業が
存在している。ダイカスト製品のマー
ケットは、更に拡大すると見込まれる。
また、前回調査までにダイカスト機を導
入している企業３社及びダイカスト製品
部品を利用している企業を数社視察した
結果、洗濯機のモーター周り等、家庭用
電気製品の部品製造に本技術へのニーズ
があった。事前に取り付けた回答による
と、ＣＭＲＤＩが想定する本分野での対
外サービス及びそのターゲット・グルー
プは下記３(２）にあるとおり。

・左記について聴取し、具体的な
活動内容を把握する。特に対外
サービスの種類、形態、方法、
ターゲット・グループ、実績、
運営手段、担当者等について詳
細を明らかにし、ミニッツに記
載する。また、同２部門のカウ
ンターパート及びＣＭＲＤＩ人
員の日常業務について再調査
し、プロジェクトにあてられる
時間等を再度確認し、ミニッツ
に記載する。

・左記名称について確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記について再度確認する。必
要があれば、ミニッツに記載す
る。

・左記についてＣＭＲＤＩによる
プレゼンテーション及びヒア
リングで確認した（ミニッツ
Annex２参照)。関連部門の活動
概要は以下のとおり。

１）溶解鋳造部
  鋳造技術は砂型鋳造を実施し
ており、100kg及び400kgの溶解
炉を１基ずつ保有し、鋳込みを
実施している。実際に行ってい
る対外サービスは研修（常設
コース10コースと企業からの要
請に応えた特設コースが年間数
件）を実施すると同時に、技術
相談やコンサルティングを企業
の要望に応じて提供してきてい
る。また、ＣＭＲＤＩスタッフ
が研究論文等を作成し、出版す
る等の活動も実施している。

２）溶接研究部
　本部門では試験・評価・分析
等に関し、発電所、化学プラン
ト、パイプライン等の設備、機
材の非破壊検査、障害診断及び
対策提言などの技術相談を提供
している。また、定期的研修
コースとして、｢溶接及び検査」
関連のコースを６コース設置し
ている。また、今後のために、
｢レーザー技術」の研修コース４
種類のカリキュラムを作成済
み。

・左記について再確認した。

・左記についてＣＭＲＤＩに説明
を求め、再確認した。これまで
収集した情報等と併せてまとめ
たものは、第３章を参照。

コメント
ＣＭＲＤＩでは、これまで
個々の企業からの要望に応じ
て対応してきてはいるが、エ
ジプト産業内のターゲット・
グループとそのニーズを明確
に把握してはいない。効率的
な技術移転には、プロジェク
ト開始後、企業訪問による
ニーズ再調査と、対象とすべ
き企業のグループ化が必要と
思われる。

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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(2)特殊鋳型

(3)熱処理

(4)評価試験

(5)レーザー技術

３　対外サービス
の実施
(1)サービスを実
施する分野

・数社が既存の製品に対する必要性から熱
処理を実施している。しかし、多くの企
業は新製品にこの技術を適用できず、ま
た熱処理した製品に対する試験技術も
持っていない。ＣＭＲＤＩは、この分野
に対する技術協力について多数の要望を
受けているが、既存設備の規模の制約か
ら、十分に対応しきれていない。

・評価試験に関しては、中小企業のニーズ
が高い疲労試験等に関して、ＣＭＲＤＩ
が重要な役割を担う必要がある。特に
ＣＭＲＤＩの職員がこれらの試験を実施
するための設備は重要である。

・ＣＭＲＤＩが本技術から想定している技
術の用途は、金属切断、溶接、表面焼入
れである。既にＣＭＲＤＩでは、職員に
対しこの技術をトレーニングしていると
同時に、カイロ大学（C a i r o
University）更に日本を含む外国の研究
所との協力の下、研究活動を開始してい
る。また、事前に取り付けた情報による
と、エジプト産業界には、既に７台の
レーザーシステムが導入されており、ま
た、今後９台が新規に導入される予定で
ある。

・前回調査の結果、成果及び活動内容とし
て技術移転以外、技術情報サービス、研
修サービス等対外サービスの実施を今次
協力範囲内とするのは、アルミダイカス
トとレーザー切断の２分野においてのみ
とした。ただし、他の分野における対外
サービスは、ＣＭＲＤＩの自助努力によ
り実施することとしている。

・左記技術を利用しての、具体的
なニーズ（想定する対外サービ
ス内容、対象製品の種類）及び
ターゲット・グループ等につい
て聴取する。

・左記技術に相当する、ＡＤＩ技
術及び表面硬化の各分野につい
て、ＣＭＲＤＩの具体的なニー
ズ（想定する対外サービス内
容、対象製品の種類）及びター
ゲット・グループ等について聴
取する。

・左記技術を利用した具体的な
ニーズ（想定する対外サービス
内容、対象製品の種類）及び
ターゲット・グループ等につい
て聴取する。

・アルミダイカスト及びレーザー
切断分野以外の各分野における
サービス内容についても確認す
る。

・他の分野に関しては以下のよう
な活動を既に実施しており、本
プロジェクト範囲内でも、エジ
プト側の自助努力により、これ
ら活動を継続実施、強化する旨
聴取した。

ア　鋳造分野
　砂型による試作品製造サー
ビス
イ　溶接／材質／試験分野
　発電所、化学プラント、パ
イプライン等の設備、機材の
非破壊検査、障害診断及び対
策提言などのコンサルティン
グサービス

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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(2)サービス内容 ・前回調査時には、技術情報サービスと研
修サービスの内容は以下のとおりとする
ことをエジプト側と確認していた。
ア　技術情報サービス
　金属加工産業に対する新技術の導
入・紹介、機材購入の際のアドバイス
提供

イ　研修サービス
　ＣＭＲＤＩに既に産業に対する情報
提供サービスなどを含んだ研修コース
が存在しているため、上記技術情報
サービスとの区別も考慮のうえ、内容
について確認することとした。

・上記２サービスの具体的な内容にはまだ
不明な点があり、内容を明確にするた
め、質問表によりＣＭＲＤＩから事前に
意向を確認した。ＣＭＲＤＩが両分野で
それぞれ想定しているサービス内容は以
下のとおり。

・アルミダイカスト分野
１　溶解及び鋳込み技術の研修（技師
と技術者）
２　新製品製造のための技術移転（技
師と技術者）
３　ダイカストの品質管理及び品質保
証（技師）
４　試作品製作（技師と技術者）
５　企業での新製品テストトライアル
（技術者）
　（　）内はターゲット・グループ

・レーザー切断分野
１　理論的、実用的研修
２　操作条件の調整及び問題解析
３　技術移転
４　新規技術選択導入の際の産業支援
５　モデリングと試作品製作
６　炭素鋼、ステンレス鋼、アルミ合
金、チタン合金等、異なる材質を利
用したＲ＆Ｄ活動

・左記サービス内容は、以下の対
処方針に基づいて確定する。

・左記サービスのうち、下線を付
したものについては対応可。
　　更に、内容、開始時期等を確
認し、ミニッツに記載する。
　　１の研修の内容については、
詳細を更に聴取する必要があ
る。２については内容の確認を
要する。４、５については新し
い金型の追加投入が必要になる
と考えられるため、協力期間内
はターゲット製品の試作にとど
め、新たな試作品製作はＣＭＲＤＩ
の自助努力により実施すること
とする。

・左記サービスのうち、下線を付
したものについては対応可。
　　更に、内容、開始時期等を確
認し、ミニッツに記載する。
　　２の「問題｣、３及び５の「モ
デリング」については内容を確
認のうえ、対応の可否を協議す
る。６のアルミ、銅、チタンに
ついては、日本でも研究事例が
少ないため実施不可であること
を説明する。

・エジプト側の想定する対外サー
ビスについては内容、方法、
ニーズ等を確認する必要があ
る。そのうえで実施可能なもの
について、上記各分野について
の協議結果を踏まえ、対象範囲
を明確にし、各サービス名称と
定義を明確にし、ミニッツに記
載する。

・左記サービスの具体的な内容等
を確認した結果、アルミダイカ
スト分野、レーザー切断分野で
は、ア．研修／セミナーサービ
ス、イ．モデリング、試作品製
作サービス、ウ．技術相談・コ
ンサルティングサービスの３種
をエジプト側が予定しており、
プロジェクト内ではカウンター
パートを主体とした「技術サー
ビス」として実施することとし
た。これら各サービスの具体的
内容は以下のとおり。

ア　研修・セミナーサービス
　ＣＭＲＤＩがカリキュラ
ム、教材等を準備し、定期的
に、または企業の要望に応じ
て不定期に研修コースやセミ
ナーを開催する。
　現在ＣＭＲＤＩでは、定期
的研修コースと個別企業の要
望に応えた特設研修を提供し
ており、幅広く研修活動を実
施している。
　アルミダイカスト分野では
新コースを設置し、レーザー
切断分野では企業からのニー
ズに応じ、個別研修を提供す
ることから活動を開始したい
旨聴取した。

イ　モデリング・試作品製作
サービス
　試作品製作とは、事前に作
成（準備）した図面や加工方
法・条件を用い、ターゲット
とする製品の試作・評価を実
施するサービスである。
　一方、モデリングとは、試
作品製作に入る前段階で、
ターゲットとする製品設計・
製造に関するオプションを評
価するため、いくつかのモデ
ルや加工手段の比較等を通し
て、最適方法選択のための情
報を提供するサービスであ
る。
　なお、アルミダイカスト分
野では金型が必要になること
から、企業が金型を持参した
場合にのみ、試作品製作は実
施するが、モデリングは実施
しないことをエジプト側と確
認した。

ウ　技術相談・コンサルティン
グサービス
　企業からの電話等による技

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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４　プロジェクト
の基本計画（成
果及び活動内
容）

(1)上位目標

(2)プロジェクト
目標

(3)成果

(4)活動

・前回調査時の協議の結果、暫定的に以下
のとおりとする旨、エジプト側と合意し
ている。

　エジプトの金属加工産業の製造技術能
力が向上する。

　ＣＭＲＤＩの金属加工産業に対する技
術サービスの質が向上する。

０　運営体制が整備される
１　必要な資機材が整備され、適切に維
持管理される。
２　カウンターパートの技術力が向上さ
れる。
３　ＣＭＲＤＩによる技術情報サービス
が金属加工産業に提供される。
４　ＣＭＲＤＩによる研修サービスが金
属加工産業に提供される。

・活動については以下のとおり。
(０-１)人員の配置
(０-２)活動計画の策定
(０-３)予算計画及び執行
(０-４)運営管理システムの整備
(１-１)施設改修計画の策定と実施
(１-２)機材供与と設置
(１-３)機材の運転と管理
(２-１)技術協力計画の策定
(２-２)技術移転の実施
(２-３)技術移転実施状況のモニタリン

(参考）対外サービスの区分案
１　研修サービス
２　試作品製作
３　情報提供、技術相談

・左記について、現地の状況を確
認したうえで活動内容を協議す
るとともに、必要があれば成果
等についても見直しを行い、結
果をミニッツに記載する。

・サービス内容を再度確認し、必
要があれば成果の３及び４を見
直す必要がある。上記３（２）
の対処方針を基に見直す。

・サービス内容を再度確認し、必
要があれば活動の３及び４を見
直す必要がある。対処方針は上
記３（２）のとおり。

術的質問等に対し、アドバイ
スを提供したり、実際に企業
に出向いて工場内で問題解析
にあたるなどを主要な活動内
容としている。
　他分野では既に実施済みで
あり、多くの企業からの要請
に応えていることから、一度
相談に応じた企業とは別件で
のサービス提供をするなど、
組織的な関係が構築されてい
る。

　ただし、エジプト関連産
業のニーズ調査や関連デー
タの蓄積・利用などの経験
はあまりなく、新規ニーズ
の開拓や、関連企業のグ
ループ化並びに企業をター
ゲットとした広報活動等、
プロジェクトを通して指導
する必要がある。

・左記に係る協議結果は以下のと
おり。

・左記に変化のないことを確認し
たことをミニッツに記載した。

・左記に変化のないことを確認し
た。

・左記については、上記３（２）に
ついてエジプト側に聴取した結
果、下記のように見直しをし、
ミニッツに記載した。
０　運営体制が整備される。
１　必要な機材が整備され、適
切に維持管理される。
２　カウンターパートの技術力
が向上される。
３　ＣＭＲＤＩによる技術サー
ビスが金属加工産業に提供さ
れる。

・左記につき、上記３（２）につ
いてエジプト側に聴取した結
果、下記のように見直し、ミ
ニッツに記載した。

(０-１)人員の配置
(０-２)活動計画の策定
(０-３)予算計画及び執行
(０-４)運営管理システムの整

備
(１-１)施設改修計画の策定と

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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５　協力期間

６　協力開始時期

７　技術移転分
野・項目
(1)プロジェクト
協力分野の区
分整理

(2)各技術移転分
野・項目の確
認事項
ア　材質制御と
品質管理分野

　　　　グ・評価
(３-１)技術情報提供サービス計画の策

定
(３-２)技術情報提供サービス計画の実

施
(３-３)技術情報サービス実施状況のモ

ニタリング・評価
(４-１)研修サービス計画の策定
(４-２)研修サービスの実施
(４-３)研修サービス実施状況のモニタ

リング・評価

・４年間

・前回調査時には、協力開始日はＲ／Ｄで
合意された日とし、協力期間開始時期は
サイトの準備や供与機材調達手続きにか
かる時間を考慮し、2000年の第３四半期
からとしている。

・前回調査の際に確認した技術移転分野は
以下のとおりとしている。
１　鋳造
(1)アルミダイカスト
(2)特殊鋳型（シェルモールド、コー
ルドボックス）

２　熱処理と材質
(0)材質制御
(1)ダクタイル鋳鉄のオーステンパー
(2)表面硬化（浸炭、窒化）
(3)溶接継手の疲労試験
３　レーザー切断

・前回調査時には、(0)材質制御分野は、
(1)ダクタイル鋳鉄のオーステンパー、
(2)表面硬化、(3)溶接継手の疲労試験の
３分野に共通した基礎知識を専門家（長

・左記で変更なしとするが、必要
があれば、期間について再確認
し、ミニッツに記載する。

・2000年10月の協力開始につき、
先方の準備状況、技術協力計画
も勘案のうえ、協議し、結果を
ミニッツに記載する。

・基本的な技術移転分野について
は左記のとおりとするが、プロ
ジェクトの全体構想を再整理し
た結果、プロジェクトの一体化
を図るため、「材料と評価」に
ついては「材質制御／品質管
理」という名称とし、分野をま
たがる共通分野として位置づけ
ることとする。各分野間の区分
を以下のように整理することを
エジプト側に説明し、ミニッツ
に記載する。
１  材質制御／品質管理
２　鋳造
(1)アルミダイカスト
(2)特殊鋳型（シェルモール
ド、コールドボックス）

３  熱処理
(1)ダクタイル鋳鉄のオース
テンパー

(2)表面硬化（浸炭、窒化）
４　溶接継手の疲労試験
５　レーザー切断

・左記取り扱いに係る協議の対処
方針は以下のとおり。
ａ　ＣＭＲＤＩが保有している
試験関連機材の現状を調査

　　　 実施
(１-２)機材供与と設置
(１-３)機材の運転と管理
(２-１)技術協力計画の策定
(２-２)技術移転の実施
(２-３)技術移転実施状況のモ

ニタリング・評価
(３-１)技術サービス計画の策

定
(３-２)技術サービスを実施す

る
(３-３)技術サービス実施状況

のモニタリング・評価

・左記に変化のないことを確認
し、ミニッツに記載した。

・先方の準備状況を確認した結
果、プロジェクトは2000年10月
以前にも開始が可能であるが、
機材購送手続きにかかる時間等
を考慮し、日本側案の2000年10
月を開始時期とすることを双方
で確認し、ミニッツに記載し
た。

・左記のとおり説明し、合意を得
たため、ミニッツに記載した。

・本分野においては、講義に加
え、実技（実験・実習）を通じ
た技術移転を実施することで双
方が合意に至った。

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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イ　アルミダイ
カスト分野
(ア)ターゲッ

ト製品

　期を予定）による座学のみの技術移転に
より対応することとした。
　　帰国後、事務局等との打合せの結果、
左記(0)材質制御の長期専門家の技術移
転を座学のみとするのでは技術の移転と
その定着が効率的にできない可能性が懸
念されることから、他の実技を含む分野
（アルミダイカスト、ＡＤＩ、表面硬
化、溶接継手の疲労試験、レーザー切
断）と技術移転の時期、期間、担当内容
等を調整し、可能であれば実技指導の実
施可否を検討する必要がある。

・構造及び難易度の異なる２種類のター
ゲット製品を設定することにより、技術
移転の進捗度を計ることを前回調査時に
は説明し、エジプト側より了承を得てい
る。
　　同ターゲット製品の金型は、日本から
供与する予定である。
　　日本側案として、１）アイロンのホッ
トプレート、２）エアコンのコネクティ
ングロッドを検討しており、レターによ
り同案をＣＭＲＤＩに打診した。
　　それに対し、ＣＭＲＤＩは上記２種の
日本案を了承する旨を回答書で伝えてき
ている。併せて、他に想定しているター
ゲット製品案（下記８種）を参考として
伝えてきている。

１　コントロールレバー
２　シートサポート

　し、利用可能性を確認する。
特に、実技実施上、基本的測
定器となる下記２機材を含め
た機材の有無を確認する。
１）フォーマスター全自動変
態測定装置

　概算価格1850～2200万円
（周辺機器含む）

２）卓上式「原子吸光分析装
置」

　概算価格1000万円前後
ｂ　上記機材をＣＭＲＤＩが保
有しない場合は、大学等他機
関にある設備の利用可否を検
討する。
ｃ　上記を踏まえ、実技を含む
技術移転の実施可否及び実施
可能な内容を検討し、可能な
部分は協議のうえ、結果を
ＴＣＰ、ＡＴＣＰ等の計画管
理諸表案に反映させ、ミニッ
ツに記載する。

・左記のとおり、エジプト側が日
本案を了承したことを再度確認
し、供与機材の金型を決定、図
面による仕様案とともにミニッ
ツに記載する。ただし、エジプ
ト案を強く要望してきた場合に
は下記検証結果を基に、３、
６、７以外は実施が不可能であ
ることを説明する。３、６、７
についてはそれらの必要性、意
義等をエジプト側に確認したう
えで、アイロンのホットプレー
ト等の代替案として採用する。
　　なお、下記（イ）のとおり、
日本側案として金型製作演習の
追加実施も検討中であることか
ら、その実施可否を含めた検討
結果となっている。

　　ＣＭＲＤＩの試験関連設備を
調査した結果、1）フォーマス
ター全自動変態測定装置は最も
基本的なものであるにもかかわ
らず、エジプト側が所有してい
ないことが判明した。
　　協議と本部への請訓を経た結
果、同測定器を投入することを
ミニッツに記載した。投入に
至った理由は下記のとおり。
１)エジプトでは、熱処理条件等
を決定する際に、カタログ値
を利用している段階であり、
相変態特性を実際に測定でき
る測定器を所有していなかっ
た。

２)同測定器は熱処理分野では必
須の基礎的装置であり、ＣＣＴ
図、ＴＴＴ図を自ら作成する
ことは鋼の相変態を理解する
のに極めて有効な実習となる
こと。

３)新規の材料を利用する場合、
一定期間はかなりの頻度で利
用すること。

４)材料の基本的な性質を測定す
ることにより、関連分野（ア
ルミダイカスト分野等）で適
切なアドバイスが可能になる
こと。

５)極めて基本的な測定器である
こと。

仕様概要
加熱方式：誘導加熱
制御温度範囲：室温～1500℃
冷却方式：Ｎ2 ガス、Ａrガス
熱膨張計：作動トランス方式
概算価格：約2,200万円

・左記ターゲット製品２種の設定
については、下記（イ）の金型
製作の演習がエジプト側保有機
材で実施が可能であることが判
明したため、鋳造実施と、金型
製作演習実施の観点から、左記
６のボトムソケットと、左記に
はあげられていなかったが、協
議のなかでエジプト側から提案
のあった電車用のブレーキ部品
の金型を選択した。

　ａ　ボトムソケット（バス用）
　ｂ　ブレーキ部品（電車用）

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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３　プレート
４　ハンドル
５　Ｔジョイント１
６　ボトムソケット
７　ベアリング
８　Ｔジョイント２

(数字は優先順）

・前回調査の結果、金型設計・製作技術を
協力期間内に移転するのは困難であるた
め、技術移転は実施しないこととした。
ただし、専門家のリクルートが可能であ
り、エジプト側の受入体制が整っている
場合、同項目のもと技術情報提供を実施
する可能性があることで同意を取り付け
ている。
 　 その後、日本側の検討により、同意済
みの理論面の演習に加え、ターゲット製
品として、供与予定の金型２型を用いた
コピー製作演習による情報提供が現実的
との考えから同手段による情報提供を検
討中である。

　エジプト側に提示する検討結果
　（○は採用可、×は採用不可）
１×（理由）形状複雑。変化のあ
る割り面（パーティング）で、
そのうえスライド（移動中子）
が必要な構造。
２×（理由）製品面積が鋳造範囲
を超えている。形状複雑なため
NCフライス、NCプログラム等が
必要となり、今次協力では実施
不可。
３○（理由）金型製作の初歩的な
もの。ただし、材質はアルミで
もよいか、確認を要す。
４×（理由）形状複雑。変化のあ
る割り面（パーティング) で、
そのうえスライド（中子移動）
が必要な構造。
５×（理由）形状複雑なためＮＣ
フライス、ＮＣプログラム、技
術オペレーター等が必要とな
り、今次協力では実施不可。
６要検討。コピー製作には放電加
工機が必要であり、同機がエジ
プト国内で利用可能である場合
にのみ実施することとする。形
状的には比較的容易。ただ、金
型上の配置次第でスライド（移
動中子）が必要であり不可。
７○ただし、コピー製作実施には
放電加工機が必要となり、同機
がエジプト国内で利用可能であ
る場合にのみ実施することとす
る。鋳造の観点からいうと、
パーティング（割面）が一部凹
凸状になる。金型製作としては
やや複雑である。
８×（理由）外周Ｒ形状の交差が
あり、形状製作が難しく、NCプ
ログラム、NCフライス、技術オ
ペレーターが不可欠であり、今
次協力では実施不可。

・左記金型コピー製作演習につ
き、今次調査では、ＣＭＲＤＩ
が既に所有している機材とカウ
ンターパートの能力が十分であ
るかを調査し、可能であると判
断された場合にのみ製作演習を
実施することとし、結果を協議
のうえ、ミニッツに記載する。

・調査の結果、コピー製作演習が
可能ではない場合は、同技術は
知識による情報提供のみとし、
供与する金型の種類も、鋳造技
術の移転に適当なもののなかか
ら決定する。

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

(イ)金型製作
の演習実
施可能性

・左記調査の結果、エジプト側が
保有するＣＮＣフライス盤、
ＣＮＣマシニングセンター等を
利用して製作演習が可能である
ことが判明したため、(ア）に
記載したターゲット製品案のう
ち、ボトムソケット用金型のコ
ピー金型を製作演習することとし、
ミニッツに記載した（ミニッツ
Annex５参照)。



－23－

ウ  特殊鋳型
 ( コールド
ボックス）
(ア)移転方法

(イ)ターゲッ
ト製品

エ　表面硬化
（浸炭、窒
化）

・同分野の技術移転は主に実技により実施
する。

・プロジェクトでは、試験片の金型を供与
すると同時に、ターゲット製品である中
子の金型を１種供与する予定であり、
それを決定するために事前に確認した
ＣＭＲＤＩの要望する最終製品とその中
子は以下のとおり。

ａ）Dig tooth for soilとその中子
ｂ）Coupling head for pneumatic brake
とその中子

・同分野では熱処理の過程で環境汚染物質
であるシアン化合物が発生する。した
がって、この分野での技術移転は汚染対
策処置として、完全に安全なソルトの調
達がエジプト側で可能な場合、もしくは
エジプト側で安全な無毒化処理設備を利
用することができる場合のみ実施するこ
ととしている。これにつき、ＣＭＲＤＩ
に対し事前に確認した結果、安全なソル
ト自体の調達は不可能だが、処理後廃液
を無害化処理する設備を所有する企業、
Universal Gas Cokkers Co. に無害化
処理を依頼する契約を交わすことが可能
であるとの回答があった（公信EG第11-
545号)。
 　 しかし、更に詳細を確認したところ、
ＣＭＲＤＩは安全性の確保の困難さか
ら、同分野は塩浴方式ではなく、ガス方
式により実施することを日本側で検討し
てほしい旨を伝えてきている（公電MI-
663号)。

・必要に応じ左記を再度確認す
る。

・本分野のターゲット製品として
日本側案としてはｂ）のCou-
pling head for pneumatic
brakeの中子を製作することと
し、協議のうえ、結果を図面に
よる仕様案とともにミニッツに
記載する。以下の検討結果によ
りａ）を採用しない旨エジプト
側に説明する。

・ａ）は形状が複雑であり、通常
は手込めにより製作する少量生
産向けの中子である。このた
め、コールドボックス法を利用
することは不適と判断される。
・ｂ）の中子は想定供与機材で製
作が可能である。

・左記の２方式により、移転でき
る技術の種類、機材費等に変更
が生じるため、方式と対象技術
を確認する必要がある。上記２
におけるターゲット・グループ
及びニーズの確認結果を基に、
エジプト側が想定している目
的、用途について具体的内容を
再度確認したうえで、目的に適
した技術移転内容に絞り、方式
及び投入機材を決定する。

　　技術移転内容からみた方式選
択の際の対処方針は以下のとおり。

(1)｢浸炭」｢浸炭窒化」｢窒
化」３技術の移転を実施
することにした場合、塩
浴方式、ガス方式の両方
を採用することができ
る。ただし、ガス方式に
した場合は、窒化用とし
て更にもう１台の炉を供
与する必要があり、その
分機材費は割り増しにな
る（１機あたり3,500万
円)。

(2)エジプト側の想定する目
的、用途を確認のうえ、
ガス方式の技術移転の妥
当性及び必要性を検討す
る。妥当と判断される場
合には、浸炭技術及び浸
炭窒化技術の、または窒
化技術のみの対応（炉１

・左記に変更がないことを確認し
た。

・左記につき協議した結果、本分
野の技術移転進捗度を計る目的
で、日本案どおりｂ）Coupling
head for pneumatic brakeの
中子をターゲット製品とするこ
とで合意し、ミニッツに記載す
ると同時に最終製品の図面を添
付した。

・本技術の方式については、今
後、エジプト産業でもシアンの
発生の可能性のあるものは厳し
く制限する方向にあることか
ら、本プロジェクトでも塩浴方
式は採用せず、代わりにガス方
式とすることとした。
　　また、本技術に対するエジプ
ト側の目的・用途を確認したと
ころ、浸炭及び浸炭窒化を高い
優先度で想定しており、その必
要性を確認したため、ガス方式
の炉を１台供与することとし、
ミニッツに記載した。

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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オ　レーザー切
断
(ア)実加工の

実施の有
無及び開
始時期

(イ)移転技術
の範囲

８　技術移転方法
(1)方法

・本分野の技術移転の基本的方針及び協力
範囲、内容について前回調査時で合意に
至らなかった部分が多かった。当初計画
案で技術移転には切断実験とそのデータ
集積のみで十分としていた日本案に対
し、ＣＭＲＤＩは実製作、加工までを協
力範囲としたいという要望を表明してき
ており、この点について、今次調査まで
に日本側案を再調整する必要があった。

・ＣＭＲＤＩの強い要望では、当初より本
分野の対象技術として、切断のみなら
ず、溶接、表面改質を含めたいとしてき
ていた。そのため、供与機材の仕様とし
ても、切断のみならず、将来的に溶接、
表面改質をも可能にする機材の投入を要
請してきており、前回ミニッツにはその
旨聴取し、記載している。

・技術移転の方法としては、座学、実技、
ＯＪＴ（カウンターパートの本来業務の
実施を通じた技術移転）をとることとし

　 台）を基本的には検討す
る。必要があれば本部へ
の請訓をもって決定する。

(3)なお、塩浴方式に妥当性
及び必要性があると判断
される場合には、以下３
点につきＣＭＲＤＩ側か
ら確証がとれることを前
提に、本分野で技術移転
を検討することとし、ミ
ニッツに記載する。
ａ　ＣＭＲＤＩ内での安全
な廃液保管体制の確立

ｂ　上記廃液の処理が必
要な全期間にわたり、
ＣＭＲＤＩが常に処理
業者との契約関係を保
持する（そのための予
算をＣＭＲＤＩが確保
する)。

ｃ　ＣＭＲＤＩが処理の
安全性に責任を持つ。

・左記につき、これまで日本関係
者間で打ち合わせた結果、技術
移転のなかでは、基本的な理論
指導及び試験片等を利用した
データ蓄積、分析、評価を通し
て、カウンターパートが一定の
実技経験を蓄積した段階に入れ
ば、知見を蓄積してきた材料か
ら順次カウンターパートによる
研修、試作、情報提供などの対
外サービスの展開が可能になる
と考えられる旨エジプト側に説
明する。

・左記につき、協力対象技術とし
ては、前回同様切断技術のみを
対象とすることには変わりはな
いとする。ただし、エジプト側
が更に同主旨の要請を示してき
た場合、カウンターパートが切
断技術に関する知見を十分習得
したと認められる場合には、次
の段階にあたる溶接技術につい
ても専門家がある程度アドバイ
スする可能性についてエジプト
側に対し説明することで対応す
るが、協力対象技術は切断のみ
としてミニッツに記載する。

・左記方法については、ＴＣＰを
協議のうえ、見直しを行い、方
法等を記載した初年度技術協力

・左記につきエジプト側に説明
し、了承を得た。

・左記については本プロジェクト
内では切断技術のみを対象技術
とすることに変化のないことを
確認した。

・左記につき協議をし、技術ご
との技術移転方法を明記した
ＡＴＣＰをミニッツに添付し

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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( 2 )カウンター
パートのグ
ループ分け
(レベル分け)

(3)リーダーの配
置

(4)フォローアッ
プ期間につい
て

(5)技術移転の対
象者

９  投入
(1)日本側投入
ア　専門家派遣

(ア)長期専門
家

た。

・アルミダイカストとレーザー切断の分野
について、カウンターパートの本来業務
を含むＯＪＴによる技術移転を含め、基
本的には常時専門家からの技術移転にあ
てられる旨の発言を取り付けた。

・プロジェクトに時間的制約があるため、
カウンターパートの経験経歴の個人差等
を考慮し、プロジェクトの進捗に合わ
せ、必要に応じ技術移転分野ごとにカウ
ンターパートをグループ分け（レベル分
け）することとしている。具体的には、
経験の多いカウンターパートが経験の少
ないカウンターパートに対しe c h o
trainingの要領で指導し、プロジェクト
の技術的自立発展性を促すと同時に、将
来カウンターパートが転職した際の対策
とすることができる。

・前回調査時、各分野ごとにリーダー・カ
ウンターパートを１名ずつ選出した。
リーダーは各分野の運営管理、技術的事
項について責任を持つこととしている。

・技術移転そのものには協力開始から３年
間をあて、最後の１年間は技術の定着を
目的とする必要に応じた補完的な技術移
転のフォローアップ期間と定めている。
フォローアップ期間はＴＣＰでは点線で
表示した。

・前回調査中、カウンターパートに加え、
可能であれば企業からの研修員に専門家
からの技術移転を受けさせたい旨の意向
が伝えられたが、技術移転の効率性を勘
案し、ＣＭＲＤＩの人材を育成すること
が第一であることから、原則的には技術
移転の対象はカウンターパートのみとす
ることで合意を得た。ただし、講義（座
学）による情報提供においては、事前に
専門家の了承を得ることを前提に参加を
認めてもよいこととした。

・専門家派遣はミニッツに添付したＴＣＰ
に記載された技術移転分野項目に沿って
実施することで合意しているが、具体的
期間や時期については暫定的であり、実
施協議調査までに更に調整・見直しを要
する場合もある〔暫定実施計画（ＴＳＩ)
を参照〕。

・以下の分野で長期専門家派遣を実施す
る。

　計画（ＡＴＣＰ）を作成し、協
議のうえ、検討結果をミニッツ
に添付する。

・カウンターパートが日常業務に
従事する時間を勘案し、具体的
な技術移転への時間配分等につ
き再確認し、ミニッツに記載す
る。

・左記を再確認し、ミニッツに記
載する。

・左記を再確認する。

・左記を確認し、ミニッツに記載
する。

・エジプト側が本件について再度
要請してきた場合には、具体的
な要望内容と併せて左記を再確
認し、ミニッツに記載する。

・左記について、ｄ）｢ 材質制
御」については、上記７(１)の

た。

・左記について再確認した。

・左記について再確認した。

・左記について再確認した。

・左記フォローアップ期間につい
て説明し、ＴＣＰに同期間を明
記し、ミニッツに記載した。

・左記について特にエジプト側か
らの再要請はなかった。

・協議結果は下記に記載したとお
り。
　　それらを基に、暫定実施計画
(ＴＳＩ）の見直しを行い、初年
度暫定実施計画（ＡＴＳＩ）に
も明記し、ミニッツに添付し
た。

・左記につきエジプト側の合意を
得たため、ミニッツ記載した。

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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(イ)短期専門
家

イ  研修員受入

ウ  供与機材
(ア)供与機材

リスト及
び機材仕
様

ａ）チーフ・アドバイザー
ｂ）業務調整員
ｃ）アルミダイカスト
ｄ）材質制御
ｅ）レーザー切断

・必要に応じて派遣する。
　初年度の短期専門家の派遣計画は、実
施協議調査団派遣時に確定することとし
ている。

・またエジプト側は、同分野の技術移転に
ついて、切断のデータ収集を担当する長
期専門家の派遣に加え、同機材の切断操
作を指導する短期専門家の派遣について
も要望を提示した。

・年間受入人数は０～３名、具体的な期
間、時期、研修内容については専門家と
エジプト側とで話し合い、決定する。一
度の研修期間は、専門家による技術移転
を優先し、最長３か月とする。

・前回調査において、Ｒ／Ｄ署名後、2000
年度予算により、総括責任者及び実施責
任者の研修員としての受入れを検討する
旨確認した。

・ＣＭＲＤＩが既に所有している関連機材
を含めプロジェクトで使用される主要機
材リストを作成し、日本側が供与する予
定のものと、エジプト側が用意するべき
資機材等を明記した。

・機材仕様（案）についてもレーザーシス
テムを除き合意を得たため、ミニッツに
添付した。

　分野区分の再整理の結果、「材
質制御と品質管理」という名称
に変更する。この旨をエジプト
側に説明し、ミニッツに記載す
る。

・左記を確認し、技術協力計画
(ＴＣＰ)、初年度技術協力計画
(ＡＴＣＰ）及び初年度投入計
画（ＡＴＳＩ）を作成のうえ、
ミニッツに添付する。

・左記については、切断操作に特
化した短期専門家及び本邦研修
において対応することとする。
これらをエジプト側に説明し、
必要であればミニッツに記載す
る。

・左記を再確認し、ミニッツに記
載する。

・左記受入れ実施につき基本的な
時期・期間等を聴取のうえ、人
選の結果を確認する。その結果
をＡＴＳＩに明記し、ミニッツ
に添付する。可能であれば、
Ｒ／Ｄ調査団に先立ってA2A3
フォームの作成を依頼する。

・左記リストに基づき、合意した
供与機材の調達手続きがＲ／Ｄ
調査団帰国後スムーズに開始で
きるよう、仕様を事前に作成・
準備し、英文の仕様をミニッツ
に記載する。

・左記のうち、レーザー及び浸炭
窒化分野以外の機材につき、リ
スト及び仕様を再確認する。ま
た下記(２)の協議結果を基にそ
の他の機材についても協議す
る。決定した機材については仕
様書（英文）を作成し、ミニッ
ツに添付する。

・左記を確認し、初年度投入計画
(ＡＴＳＩ、ミニッツAnnex13）
に以下の分野で短期専門家を派
遣することを明記し、ミニッツ
に添付した。

・左記を説明し、合意を得た。

・左記について再確認した。

・左記視察型研修員受入の時期等
につき、エジプト側の予定を確
認した結果、２名の受入れは日
本での休暇シーズン等を避け、
６月から７月にかけて、２週間
程度で実施することを希望して
いる旨聴取した。それをミニッ
ツに記載した。

・上記協議結果のとおり、材質制
御と品質管理、レーザー切断、
及び表面硬化（浸炭、浸炭窒
化）分野の供与機材についてエ
ジプト側と合意に至ったため、
７分野の供与機材リストを作成
し、ミニッツに添付した。

・上記リストの機材について、詳
細仕様と、今次調査中に供与を
決定した機材についても分かる
限りの仕様を明記し、英文仕様
書をミニッツに添付した。

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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(イ)予算（概
算価格）

(ウ)特記事項

・前回調査時、日本側案における機材総額
は165百万円であった。現在のところ、
レーザーシステムと浸炭・窒化分野の機
材を除いた日本側案としての供与機材の
概算価格は、約1 3 8百万円である。な
お、レーザーシステム本体価格は日本側
案としては75百万円、浸炭窒化（ガス利
用）設備一式は35百万円であり、概算合
計は248百万円となる。なお、エジプト
側の最大要望仕様を満たす場合、概算合
計は358百万円となる。

・レーザーシステム
　　本機材仕様については使用目的設定の
相違などのため、前回調査の協議では最
終的な合意案に達することができなかっ
た。日本、エジプト双方の仕様案はそれ
ぞれ、以下のとおりであった。
・日本案
　ＹＡＧタイプ／出力500ｗ
　研究用
・エジプト案
  CO2タイプ／出力4000ｗ
　試作品製作が可能
　産業での実用に対応可

・仕様検討のため、質問表によりＣＭＲＤＩ
に仕様目的、エジプト産業で導入してい
るシステム仕様等について確認した結果
は資料２－５のとおり。

・左記の今次日本側案の供与機材
費総概算価格を念頭に置きつ
つ、下記(２)の協議結果を基
に、最終概算価格を算出する。

・協議のなかではエジプト側に仕
様オプション比較表を提示する
と同時に、それぞれのメリッ
ト、デメリットについても説明
したうえで、日本側としては下
記の案を提案する。エジプト側
と協議のうえ、仕様機材を決定
し、ミニッツに記載する。

日本側第一案
・ＹＡＧタイプ
・出力：1.6 ～2.7kW
・制御軸の数：５
（・加工テーブルのサイズ：
　1.5m×２m）

・なお、エジプト側がCO2タイプを
強く要望する場合、CO2タイプの
システムは、メンテナンス上特
に留意が必要であることを説明
する。現地代理店との年間保守
契約をエジプト側負担で締結す
ること、使用中に故障等が生じ
た場合にも、迅速に対応・修理
する責任を果たすことを条件に
検討することとし、エジプト側
の合意を取り付けたうえで、ミ
ニッツに記載する。その際、エ
ジプト側提案の４kWでなくと
も実用上の問題がないことを
ＣＭＲＤＩが提示した資料を基
に説明し、下記の日本側第二案
を提案し、協議する。
　　また、参考として、レーザー
機所有のエジプト企業及び代理
店から、メンテナンス・コスト
等を確認する必要がある。

日本側第二案
・CO2
・１～２kW

・上記及び下記(２)の事項を協議
した結果、供与機材の概算総価
格は以下のとおり。

・左記につき、エジプト側はエジ
プト産業の技術ニーズレベルが
上がる可能性を根拠に、日本側
案の仕様レベルは不足とし、再
度高い仕様を要求してきたが、
そのニーズの発展性の根拠が不
十分であることと、現在エジプ
ト産業の同技術レベルには日本
側案で十分であることを説明し
た結果、左記第一案（出力は２
kW級で合意を得た。合意内容は
下記参照。

・ＹＡＧタイプ
・出力：2.0kW 級
・制御軸の数：５
・加工テーブルのサイズ：
1.5m×２m

　　合意した仕様概要をミニッツ
に記載し、英文の詳細仕様もAn-
nex14としてミニッツに添付し
た。

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

（単位：千円）
53,810
12,000
33,423
18,163
35,000
22,000
9,475
1,156
4,530
4,230
1,470
55,000
250,257

ダイカスト機一式
ダイカスト用金型
コールドボックス一式
オーステンパー炉一式
浸炭、窒化設備一式
フォーマスター全自動変態測定装置
疲労試験機一式
動ひずみ測定器一式
Ｘ－Ｔレコーダー一式
輪郭形状測定器一式
放射温度計
レーザーシステム
合計
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エ  現地調達及
び現地メンテ
ナンス利用可
能性の調査
(ア)供与機材

及びその
周辺機の
現地調達
調査

(イ)資機材の
現地調達
ルートの
調査

・前回調査時、供与機材の現地調達の可能
性について調査したのはレーザーシステ
ムのみである。エジプト側はエジプトに
事務所を有するドイツ企業（TRUMPF社)
を示し、メンテナンス体制の優位性等を
有していると主張した。よって、上記
（イ）の今後の検討結果も勘案しなが
ら、現地調達の可能性についても更に検
討を進める必要がある。

・各分野で技術移転を実施する際に必要と
なる材料、試験片、周辺機材、消耗品、
手工具、保守体制等の現地での調達ルー
トを調査する必要がある。

・制御軸の数：５
（・加工テーブルのサイズ：
  1.5m×２m ）
(参考）日本では、年間メンテ

ナンス・コストは以下
のとおり。

・ＹＡＧの場合
　定期点検（消耗品の交換及び
クリーニングを含む）年間２回
で20～40万円
・CO2の場合
　年間保守契約：年間数百万円
　定期点検（コストはＹＡＧと
同程度）
　上記７(２)の技術移転範囲に
係る協議の結果を踏まえ、必要
な機材のリスト、仕様を協議
し、結果をミニッツに記載す
る。

・供与機材については、品質面等
を勘案し、基本的に本邦調達を
する方針であるが、納入後のメ
ンテナンスや消耗品、スペア
パーツの現地調達の利便性を勘
案し、現地調達の可能性を検討
するため、以下の点を調査する。

　　機材の現地調達が可能と思わ
れる現地代理店が存在する場合
は下記(ア)～(オ)ついても確認
する。

(ア)納期
(イ)本邦調達との比較も踏ま

えた価格
(ウ)現地調達の優位性
(エ)契約条件
(オ)その他調達事情

・プロジェクト開始後も、資機材
及びメンテナンスサービス等は
現地調達を基本とする必要があ
るため、部分的に分野ごとにま
とめた必要資機材リストに沿っ
て、現地保守管理サービス及び
消耗品スペアパーツを提供でき
る納入業者及び対象メーカーの
有無について調査する。

・なお、供与機材の選定にあたっ
ては、調査結果を十分踏まえた
うえで検討する。

・左記については、ＪＩＣＡ事務
所の本邦調達への強い要望等を
勘案し、供与機材は原則本邦調
達をすることをエジプト側に対
し説明し、合意を得た。ただ
し、機材納入後のメンテナンス
等についてはＣＭＲＤＩが現地
調達が可能であることを強く要
望しているのに加え、プロジェ
クト終了後の持続可能性を勘案
し、機材納入後、現地でメンテ
ナンス対応が可能であることを
調達の条件とする旨確認した。
　　ちなみに、下記の供与機材に
関しては、現地での納入実績が
あることが分かっている。
・アルミダイカスト（現地法人
に対し、東芝機械が同機材を
納入した実績がある）

・レーザーシステム（TRUMPF社：
ドイツ）

・消耗品等の現地調達ルートに
つき、エジプト側に確認した
結果、既に多くのアイテムが
ＣＭＲＤＩにより調達実績があ
ることを確認した。
　　それらの納入業者の連絡先等
の情報について、調査員チーム
帰国後（Ｒ／Ｄ調査団派遣前ま
で）に改めて文書で報告する旨
エジプト側から確認し、ミニッ
ツに記載した。

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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(ウ)機材レイ
アウトの
作成

(2)エジプト側投
入
ア  人員
(ア)管理職カ

ウンター
パート及
び技術カ
ウンター
パート

(イ)その他関
係職員の
配置（運
営に必要
なスタッ
フ の 配
置）

イ  プロジェク
ト予算措置

ウ　施設・設備
(ア)技術移転

実施サイ
ト

(イ)拡張工事
状況

・前回調査時に機材設置のレイアウト案を
作成し、ミニッツに記載している。

・前回調査時に確認した各技術移転分野ご
との管理職カウンターパート及び技術カ
ウンターパート候補の配置については、
以下のとおり。

・前回調査時には、管理職カウンターパー
ト及び技術カウンターパート以外にも本
プロジェクトのために事務的な補助をす
るサポーティング・スタッフを配置する
よう、ＣＭＲＤＩに対し依頼している。

・事前調査の際に、本プロジェクトにあて
るＣＭＲＤＩの予算措置は協力期間（開
始前を含む）を通じ、約6,718千LE（約
2.69億円）の予定である旨確認してい
る。内訳は以下のとおり。

・既存ワークショップの一部、及び隣接し
た新規拡張棟を使用する。

・レーザー切断、疲労試験分野の技術移転
実施場所として、上記新規拡張棟の建設
が進められ、前回調査の際には同工事は
報告されたとおり、一部最終内装を除き
既に完工されていることを確認した。ま
た、それらのスペースはプロジェクトで
の利用を最優先したいとのエジプト側の
意思を確認し、ミニッツに記載した。

・プロジェクト・サイト調査を実
施し、上記ウの供与機材及び仕
様に関する協議の結果を踏ま
え、左記レイアウトの詳細を精
査する。そのうえで、機材設置
環境等、据え付けまでに必要な
準備事項等を可能な範囲で双方
で確認するとともに、詳細につ
いては調査員チーム帰国後でき
るだけ早急にエジプト側に伝え
ることとする。

・左記について再確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記に関し、プロジェクトの運
営に必要なスタッフにつき、エ
ジプト側の人員配置予定を確認
のうえ、ミニッツに記載する。

・なお、サポーティング・スタッ
フとしては、秘書及び運転手の
配置を要望し、ミニッツに記載
する。

・また、その他必要な人員につい
ては、日本人専門家の要請に応
じて配置するよう確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記の内容を精査し、再確認し
たうえで、ミニッツに記載す
る。

・左記について再確認し、ミニッ
ツに記載する。

・配電、配水等の基礎工事の状況
を調査し、未完成である事項を
期限までに整備することを確認
し、ミニッツに記載する。

・前回添付したミニッツに大きな
変化がなかったため、現時点で
のレイアウトを再度ミニッツに
添付した。機材レイアウトの詳
細は、調達する機材の仕様確定
後でないと作成できないため、
仕様が確定し次第、日本側がエ
ジプト側に連絡し、機材レイア
ウトを作成していくこととし
た。

・左記について再確認した。

・左記につきエジプト側が、下記
人員（秘書及び運転手）を含め
必要な人員を配置する旨合意し
たため、ミニッツに記載した。

・左記について再確認した。

・プロジェクト運営上、メンテナ
ンス・コスト等を勘案すると、
更に経費がかかることが予想さ
れるため、エジプト側と協議し
た結果、左記の予算配置計画に
加え、20％まで増加する旨取り
付け、予算配置表（ミニッツ
Annex17）にその旨明記した。

・左記について再確認した。

・基礎的な配電、ガスの工事はお
おむね済んでおり、今後は供与
機材の詳細仕様が決定し次第、
更に細かい機材配置レイアウト
を作成することが可能になる。
  　よって調達のなかで落札業者
による仕様が確定し次第、日本
側がエジプト側に報告し、それ

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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(ウ)供与機材
設置場所
の整備

(エ)機材管理
   ・保守体

制　

(オ)専門家執
務室

10  計画管理諸表

・ダイカスト機やレーザー機等について
は、供与機材受入れのためのエジプト側
の措置として、分電板の設置、安定した
水の供給、二重ドアを有するクリーン
ルーム等の設置が必要となる。これらプ
ロジェクト・サイトの詳細な準備事項に
ついて短期調査時に依頼する旨、事前調
査時に説明している。

・前回調査までにＣＭＲＤＩの既存機材に
ついては機材リスト（稼働、メンテナン
ス状況を含む）を作成している。

・また、上記既存機材のうち、プロジェク
トに利用するアイテムは確認しており、
更にエジプト側がプロジェクト用に新規
に購入する機材等については、機材リス
トを作成し、確認済み。

・同拡張棟の一部をチーフ・アドバイ
ザー、業務調整員の執務室として割り当
てる。

・また、他の専門家に対しては、当該分野
のカウンターパートの執務室内に必要な
事務機器を含め、執務スペースを割り当
てるとの説明がエジプト側からあり、ミ
ニッツに記載した。

・上記に加え、エアコン、各専門家にイン
ターネット用を含む電話線、インター
ネット・プロバイダーとの契約を準備
し、プロジェクト開始までに提供するこ
とについてエジプト側より合意を得てい
る。また、電気、水、ガスの供給につい
ても既に準備済みであるとの説明を受
け、ミニッツに記載した。

・前回調査において、以下の計画管理表
（案）を作成し、ミニッツに添付した。
(1)プロジェクト・デザイン・マトリ
クス（ＰＤＭ）

(2)技術協力計画（ＴＣＰ）
(3)活動計画（ＰＯ）
(4)暫定実施計画（ＴＳＩ）

・その後、本邦で上記計画管理諸表を一部
見直すとともに、2000年度に係る以下の
計画管理諸表（案）の作成につき検討し
た。

・機材の仕様案等の協議結果に基
づき、左記について、調査員
チーム帰国後、できるだけ早期
に、詳細の条件等を我が国側よ
りエジプト側に申し入れ、期限
を設け準備するようにＣＭＲＤＩ
に依頼する。

・機材状況を再度調査し、左記リ
ストを追記し、ミニッツに添付
する。

・左記につき、再確認する。ま
た、更に必要となる細かい資機
材等のエジプト側負担分につい
て、必要なものがあれば、確認
したうえで、それぞれに期限を
設定して準備するように依頼
し、ミニッツに記載する。

・左記を再度確認し、さらに、準
備する必要のある項目につい
て、期限を設定して準備を依頼
し、ミニッツに記載する。可能
であれば左記執務室等のレイア
ウトを作成し、ミニッツに記載
する。

・必要に応じて、エジプト側と協
議のうえ、左記を見直し、ミ
ニッツに添付する。

・上記協議結果を踏まえて、左記
各表を作成し、可能な限りミ
ニッツに添付する。

　をもって詳細レイアウトを作成
することを確認し、ミニッツの
Annex16に今後のフォローアッ
プ項目として添付した。

・左記につき、必要整備事項をま
とめ、ミニッツのAnne x 1 6に
フォローアップ事項として添付
した。

・左記機材状況を再度調査し、左
記リストに更新し、ミニッツに
添付した。

・左記を再確認し、フォローアッ
プ事項リストに明記し、ミニッ
ツに添付した。

・左記を確認し、フォローアップ
事項リストをミニッツに記載
し、執務室等はプロジェクト開
始前までに準備することをエジ
プト側から確認した。また、専
門家執務室用に空調設備、電話
線、インターネットサービス等
を提供する用意をエジプト側が
進めており、プロジェクト開始
前までに整備することを確認
し、ミニッツに記載した。

・左記を再確認した。

・上記までの協議結果を反映させ
た左記各表のドラフトを作成
し、エジプト側との合意のうえ
でミニッツに添付した。

・左記各表を作成し、ドラフトと
してミニッツに添付した。

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果



－31－

11  プロジェクト
運営管理諸表
( 1 )共通フォー
マット

( 2 )モニタリン
グ・評価計画
書

( 3 )カウンター
パートへの技
術移転進捗状
況の把握

(1)年次技術協力計画（ＡＴＣＰ）
(2)年次活動計画（ＡＰＯ）
(3)年次暫定実施計画（ＡＴＳＩ）

・プロジェクトの実施やモニタリングのた
めに、下記にあげた共通フォーマットを
マイクロソフト・オフィス等のソフト
ウェアを使って作成することとし、下記
のうち、(3)(4)(5)を作成し、ミニッツ
に添付した。それ以外のフォーマットに
ついては、可能な範囲で実施協議調査ま
でに案を作成することとした。

(1)ＣＭＲＤＩのサービスに対する顧
客リスト

(2)プロジェクトの成果を全国的に普
及するうえでＣＭＲＤＩが協力す
べき研究機関等のリスト

(3)ターゲット製品による技術移転度
評価表

　（カウンターパートの技術力モニ
ターシート）

(4)レーザー切断分野に利用するデー
タシート

(5)技術協力のモニターシート
(6)プロジェクトで実施する各種サー
ビスの記録

(7)写真付きの機材管理台帳
(8)研修コース受講者、技術情報サー
ビス受益者（組織・個人）への質
問表

・前回調査までに、エジプト側に対して、
計画、実施、モニタリング、評価の一連
の過程を管理するためにＰＤＭ、評価５
項目を用いて評価することを説明し、理
解を得ている。評価５項目、モニタリン
グ・評価計画書等を作成した。

・全技術移転分野において、各技術移転項
目ごとにカウンターパートの達成度をモ
ニターし、モニターシートを適用するこ
ととした。また、技術協力のモニター
シートのサンプルをミニッツに添付し、
｢知識を有する」｢自力でできる」レベル
まではすべての技術移転分野においてモ
ニターするものの、｢教えることができ
る」｢問題を解決できる」レベルまでは
アルミダイカストとレーザー切断分野の
みモニターする旨提案し、エジプト側か
らも了承を得た。
　　技術移転進捗状況の把握につき、アル
ミダイカスト、レーザー切断分野にの
み、ターゲット製品等の技術的指標を用
いることとし、ＰＤＭにも記載してい
る。

（左記計画管理諸表案はミニッツ
Annex9、11、13のとおり）

・左記共通フォーマットのうち、
作成しているものについて必要
であれば見直し、未作成分につ
いても、今次調査時には可能な
限り作成し、ミニッツに添付す
る。これらのフォーマットは、
最終的には実施協議調査までに
案を作成（プロジェクト開始後
必要に応じて変更可能）するこ
ととする。

・左記を再度確認する。

・左記について必要であれば見直
しをし、ミニッツに記載する。

・実技による技術移転開始後の早
い時期に、運営指導チームを派
遣し、内容を見直す旨をエジプ
ト側に説明し、ミニッツに記載
する。

・左記共通フォーマットの利用に
ついては、第１次短期調査時の
ミニッツに添付したもの（左記
(3)～(5))をモニタリング等に
利用することとしたが、他の
フォーマットについては、実際
にプロジェクトを開始してか
ら、ニーズ調査等を実施するな
かで、カウンターパートととも
に作成することとした。

・左記を再確認した。

・左記を確認した。

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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第３　その他
１　近隣諸国への
技術移転の普及

２　Ｒ／Ｄ
（Record of Dis-
cussions=討議
議事録）

３　合同調整委員
会（ＪＣＣ）

４　今後のスケ
ジュール

５　他の試験所と
の役割分担

・事前調査時に、エジプト側より、ダイカ
スト、オーステンパー等の分野において
近隣諸国への技術移転普及の意向が示さ
れたが、調査員より、本プロジェクトで
はまずカウンターパートへの技術移転が
優先されており、各国のニーズが確認さ
れた際、可能であればプロジェクトの後
半期以降に同普及に取り組むこととする
旨コメントした。

・前回調査時までにＲ／Ｄのサンプルに基
づき、内容を説明し、ミニッツに添付し
た。

・合同調整委員会が技術移転の効果的実施
のために設置されるという点について説
明し、具体的な機能についてもミニッツ
に添付している。

・また、合同調整委員会に加え、特定の目
的のため、定期的に会議、ミーティング
を開催すべき点も説明し、ミニッツに記
載した。

・Ｒ／Ｄ調査団派遣は、2000年４月に実施
を予定している。協力期間はＲ／Ｄで合
意された日から開始するが、協力期間開
始日については、機材供与に要する日程
等も勘案してＲ／Ｄの合意のなかで相互
に決定することを確認し、ミニッツに記
載した。

・前回調査で、機材購送手続きに要する時
間やＣＭＲＤＩの建屋の一部改築にかか
る期間を考慮し、協力開始日を暫定的に
2000年の第３四半期とすることを双方で
合意し、ミニッツに記載した。

・事前調査の際に、ＣＭＲＤＩと同じヘル
ワン市に所在する工業省傘下のテビン冶
金研究所（Tebbin Institute for Met-
allurgical Studies）が類似の研究所と
してあげられるが、現在は省エネルギー
や汚染対策に関する企業関係者のト
レーニングを中心として活動しており、
ＣＭＲＤＩと重複する活動は行われてい
ない旨の説明をエジプト側から受けてい
る。

・本プロジェクトの技術移転分野
は、エジプトでも比較的先端技
術と見なされるものであること
から、近隣諸国への技術の普及
については、諸国のニーズを確
認することが必要である旨エジ
プト側に説明する。
  　ただし、エジプト側から近隣
諸国への技術の普及の可能性、
方法、内容等についてコメント
があれば聞き置き、ミニッツに
記載する。

・必要であれば、左記サンプルに
つき説明し、内容を確認する。

・必要に応じ、左記を再確認す
る。

・必要に応じ、左記を再確認す
る。

・左記について説明し、必要に応
じミニッツに記載する。

・左記については、上記第２の６
のとおり、エジプト側の準備状
況等を勘案のうえ、協議し、結
果をミニッツに記載する。

・必要に応じ、左記を再確認す
る。

・左記について、今次調査中には
特にエジプト側より発言がな
かった。

・左記サンプルについて説明し、
理解を得たため、ミニッツに記
載した。

・左記を再確認した。

・左記について再確認した。

・左記について再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・エジプト側の受入状況、及び機
材購送手続き等に要する時間等
を考慮した結果、協力開始日を
暫定的に2000年10月とすること
で同意し、ミニッツに記載し
た。

・左記について再確認した。

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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６　他国の援助機
関、国際機関等
との協力

７　業界、学会と
の連携

８　専門家の生活
環境

９　共通言語

10　その他
　　チーフ・アド
バイザー

・主要な他国からの援助については以下の
とおり。
 (1)オランダ（ＴＮＯ）
　既存の実験鋳造工場(experimental
foundry shop）設立。砂型鋳造、金
属切断の研究開発

 (2)アメリカ（ＵＳＡＩＤ）
　小型ロストワックス精密鋳造設備
の供与

 (3)カナダ（ＣＩＤＡ）
　中小企業に係る実地調査

 (4)韓国（ＫＯＩＣＡ）
　中小企業運営に関する研修、ま
た、事前調査前にＫＯＩＣＡに対し
て新規の技術協力の要請を検討して
いる旨の情報があったが、事前調査
の際に、エジプト側は現在これを検
討していない旨を確認した。

・また、今後インド、ウクライナとの協力
関係を結ぶ可能性もあり、現在協議中で
あるとのコメントを得た。

・エジプト鋳造者協会（E g y p t i a n
Foundrymen Association）等、本案件の
技術移転分野に関連した業界団体の一部
は、設立に際してＣＭＲＤＩが支援して
いる。また、エジプト標準化機構
（Eg y p t i a n  O r g a n i z a t i o n  o f
Standardization）との関連も深い。
　  前回調査時に、エジプト鋳造者協会、
自動車部品産業組合（Egyptian Auto
Feeders Union）等、関連があると思わ
れる団体の具体的活動内容について情報
収集するとともに、本プロジェクトとの
関係について合同調整委員会のメンバー
として加える可能性も含めて意見交換し
たい。必要に応じミニッツに記載する。

・プロジェクトで利用する共通言語を英語
とすることを確認し、ミニッツに記載し
た。

・左記について再度詳細の内容を
聴取し、本プロジェクトとの関
連性等につき調査する。

・上記２のＲ／Ｄサンプル提示に
あたり、ＪＣＣメンバーに関係
団体代表を加えることについて
ＣＭＲＤＩと協議し、結果を同
サンプルに反映させる。

・専門家の生活環境、治安状況等
について確認する。

・左記を再確認し、ミニッツに記
載する。

・左記について再度聴取し、外国
からの援助受入実績を再度取り
まとめ、ミニッツに添付した。

・左記につき説明し、ＪＣＣメン
バーとしてEgyptian Auto Feed-
ers Unionのメンバーを組み入れ
ることをミニッツのAnnexに明
記した。

・左記を確認した。

・左記について再度確認した。

・エジプト側より、プロジェクト
のスムーズかつ効果的な運営の
ため、チーフ・アドバイザーと
しては、英語力を有し、技術的
な知識もある程度持ち合わせて
いる人の人選を強く要望してき
たため、ミニッツに記載した。

調査項目 事前・短期調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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２－３　対外技術サービス実績に関する協議結果概要２－３　対外技術サービス実績に関する協議結果概要２－３　対外技術サービス実績に関する協議結果概要２－３　対外技術サービス実績に関する協議結果概要２－３　対外技術サービス実績に関する協議結果概要

＜全体について＞

　いずれの分野でもエジプト政府の意向を受け、中小企業を中心とした金属加工及び部品製造業

の技術レベルの向上と輸入品代替が可能となるような技術移転を念頭に考えている。

＜アルミダイカスト＞

　過去２回の調査で調査団（調査員チーム）が視察した23社の金属加工関連工場のうち４社がア

ルミダイカスト機を導入しており、200～800トン級の同機を十数台視察した。エジプトでのアル

ミ鋳造品の生産量は８万トン／年（1996年）である（ちなみに同年日本では110万トン／年)。

　エジプトで本技術を用いて製造が期待される製品としては、乗用車（エンジン周り)、モーター

バイク、自転車、家電製品等が考えられる。そのうち、自転車に関しては、現在エジプトでは旧

式の自転車しか製造していないが、アルミ利用による新式の自転車への潜在ニーズは高く、今

後、この分野の成長が自動車部品など高レベルを要するものよりも期待できる。このほか、家電

製品部品、住宅関連産業におけるアルミダイカスト技術に対する潜在ニーズも高い。

＜特殊鋳型＞

　現在、エジプトでは中子製作技術が低く、表面の荒さなど製品の品質が極めて悪いことから、

輸入品には太刀打ちできない状況である。

　こうした状況を改善したいとの政府の意向に沿うためにも、新技術である特殊鋳型（グリーン

サンド、オイルサンド、セメントサンド）をＣＭＲＤＩが導入し、同技術を産業界に紹介・普及

することにより、国内関連産業の技術レベル向上と国産製品の品質改善を図ることが可能にな

る。

＜熱処理（ＡＤＩ）＞

　ＡＤＩ技術は部品の熱処理で多用されているが、エジプトではまだ研究的段階であり、今後装

置を導入することにより、関連産業への技術紹介や普及を通じスペアパーツ（具体的にはギア

類）製作などで広く利用されることが期待できる。

　一方、同国で、ダクタイル鋳鉄技術は既に利用されており、年間6.5万トンを生産している（う

ち1.5万トンはパイプ)。ダクタイル鋳鉄技術を導入している鋳造工場は、比較的規模の大きいも

ので４社、小規模のもので４社存在する。
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＜熱処理（表面硬化（浸炭・浸炭窒化））＞

　表面硬化技術は、安価な材料を安価な方法で処理し、製品の付加価値を高めることを可能にす

ることから、特に価格競争の激しいスペアパーツ（自動車、機械、特殊機械）製造業において有

効である。本技術採用によりコスト削減が可能であることからニーズは高い。

　現在エジプトでは、規模の大きな企業10社のほか、小規模企業でもいくらか利用されている。

処理能力のない企業に代わり、ＣＭＲＤＩが受注品を硬化処理することもある。

　方式面では、環境への配慮から塩浴方式を止めていく傾向にあり、数社がガス方式を採用し始

めている。

＜レーザー技術＞

　自動車部品への利用を想定している。現在エジプトでレーザー加工システムを利用しているの

は、ＣＭＲＤＩによる調査結果にあったとおり、13～14社。電気部品、スイッチ、電気盤、薄板

等の加工に利用している。レーザー技術は、小ロットの加工でプレス切断等の代替技術として利

用することが期待される。新技術であるレーザー加工（切断）技術をＣＭＲＤＩが導入し、産業

界に紹介・普及することにより、関連産業のニーズ開拓と加工技術レベルの向上を図ることが可

能となる。

　また、カイロ大学との共同研究では、低出力レーザーの医療分野への応用を目的としている。

＜材質制御及び品質管理＞＜溶接継ぎ手の疲労試験＞

　エジプトの中小企業では評価試験機を持たない企業が多く、品質管理能力を高めるためには製

品の評価試験が不可欠であり、企業への支援が必要である。こうしたなか、石油プラント、化学

プラント、建設業、自動車産業等からＣＭＲＤＩに対する技術的需要が高いにもかかわらず、

ＣＭＲＤＩスタッフの試験評価に関する知見が不足している。ＣＭＲＤＩは試験評価機能の強化

を計画しており、独自に破壊・強度実験室を整備する予定である。

　また、エジプト産業、ＣＭＲＤＩとも、試験・実験を実施していても、その結果を評価・分析

し、生産工程や技術問題へフィードバックする能力が不足している。本分野では実験経験を積

み、その試験結果を分析・理解し、生産技術改善に反映させる技術能力を向上させたい。また、

安価で低品質な製品の海外からの輸入を規制できない現状に対し、試験能力を高め、それらの流

入を規制することを目的としたい。
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第３章　調査員所見第３章　調査員所見第３章　調査員所見第３章　調査員所見第３章　調査員所見

３－１　プロジェクト実施に係る計画全般３－１　プロジェクト実施に係る計画全般３－１　プロジェクト実施に係る計画全般３－１　プロジェクト実施に係る計画全般３－１　プロジェクト実施に係る計画全般

　調査団は、対処方針に沿い、また主要事項については本部に確認しつつ協議を進め、最終的に

はほぼ対処方針どおりにエジプト側と合意、ミニッツに署名、交換することができた。以下に協

議についての特記事項（対処方針に選択肢があった事項など）と所感を述べる。

３－１－１　協議結果等

(１) 材質制御・品質管理

　当初は講義のみによる技術移転を予定していたが、今回、我が国側より実技の要素を

加えるべく提案したところ、むろん先方も異議はなかった。このために必要となる機材

に関し、ＣＭＲＤＩにおいて使用可能なものを調査した結果、フォーマスターを供与す

べき旨本部に請訓して承認された。

(２) アルミダイカスト

　この分野の技術移転ターゲット製品の選定は、エジプト側より新たな候補製品の提案

もあり、鋳造技術の移転への適性や現地でのコピー金型製作演習の可能性等を検討のう

え、２製品を決定した。２製品とも２個取りの型で、うち１製品はコピー金型製作の演

習を組み入れることにした。

(３) 表面硬化

　この技術の移転に必要な機材について我が国側は、シアンを適切に管理、処理できる

ことを前提に、塩浴法を想定しつつもガス方式も選択肢としていた。ところが、エジプ

ト環境庁がシアンの使用をほぼ全面的に禁止する方針であるとのことで、エジプト側は

ガス方式を強く要望、我が国側も同意した。これにより、炉の供与が１台の場合、浸炭

及び浸炭窒化技術もしくは窒化技術の選択を迫られることになったが、エジプト側の優

先度を確認したうえで前者をとることで合意した。

(４) レーザー切断

　この技術移転項目のための機材については、ＹＡＧ方式かCO2ガス方式かの選択肢が

あったが、保守の容易性の観点から我が国側が提案したＹＡＧ方式をとることで特段の

議論はなかった。ただし、出力の大きさについて我が国側は、産業界のニーズの現状か

らの外挿より２kWクラスを提案したのに対し、エジプト側は産業界の潜在的ニーズに可

及的広範囲に対応できるようにとより高出力のものを要望した。最終的には我が国側案
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で合意した。

３－１－２　所感

(１) 挑戦的なプロジェクトであるが、先方実施機関は技術レベルや運営管理能力も相当の

水準にあり、意欲的でもあるとの印象を受けた。また、我が国側の対応、準備も、専門

家のリクルートをはじめとしてよい方向に向かっていると感じた。先方実施機関はエジ

プトにおいて高く位置づけされていること、及び実施機関に幹部職員を含めて日本で教

育や訓練を受けた人材が多いことなどを考慮すると、本プロジェクトをぜひとも成功に

導きたいものと強く思った。

(２) 今回の主要協議事項のひとつであった対外サービスについて、実施機関が大変意欲的で

あるとの印象を持った。なかでも同機関は、中小企業からの受託加工サービスに強い関心

を持っているようであった。この種の活動は、①我が国でも実施された中小企業振興策の

ひとつである、②中小企業への技術移転プロセスのひとつである、③当該実施機関の財務

的自立に貢献し得る、などの諸点より、我が国側もより積極的に応援してよいのではない

かと思った。ただし、プロジェクトの本来の目的であるカウンターパートへの技術移転と

のバランスを考えるべきは言うまでもなかろう。

(３) 各技術移転項目におけるエジプト産業界のニーズについて、これまでは主としてエジ

プト側からの情報に依存してきた。産業界を取り巻く状況は時とともに変化するもので

あるから、今後は派遣専門家がカウンターパートに協力して、より一層のニーズ把握努

力がなされるよう期待したい。このためには企業との普段の接触が必要であり、この意

味において、カウンターパートを主体として実施することになっている対外サービスに

派遣専門家が積極的に参加することが望まれよう。

３－２　材質・品質管理分野に係る技術的報告３－２　材質・品質管理分野に係る技術的報告３－２　材質・品質管理分野に係る技術的報告３－２　材質・品質管理分野に係る技術的報告３－２　材質・品質管理分野に係る技術的報告

３－２－１　保有設備調査

　研究所の設備見学を再度行い、以下のことが新たに判明した。

＜分析機器＞

　前回調査設備リストからは脱落していたが、蛍光Ｘ線分析装置（ＸＲＦ）を保有しているこ

とが判明した。ＸＲＦは超微量成分分析には適さないが、粉末状あるいは切粉状サンプルの分

析は可能であり、原子吸光分析装置（ＡＡＳ）にほぼ代替する機能を有するため、ＡＡＳの供

与は不要と判断し、先方との協議においても触れなかった。
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＜摩耗試験機＞

　回転式摩耗試験機を保有していることが新たに判明した。本装置は、浸炭・炭窒化処理材の

性能評価に適しているので、使用機材リストに追加することとした。

＜金相関連試験機器＞

　試料切断器・試料埋込装置・金属顕微鏡・走査型電子顕微鏡・暗室など、必要な設備は保有

している。ただし、投影機（1991年ＪＩＣＡ供与機材：ＮＩＫＯＮ製Profile Projector Ｖ-

16Ｅ）には撮影用カメラが装備されていない。帰国後メーカーに問い合わせたところ、レンズ

近傍に装着するシャッター機構と投影スクリーンに装備するためのアタッチメントとカメラ

（ポラロイド製４×５）を255,000円で販売しているとの情報であった。ＪＩＣＡが供与した

機材の付属品であり、基本的な装置でもあるので、供与機材に加えるとよいと思われる。

＜電子顕微鏡＞

　走査型電子顕微鏡を２台保有しており、１台はＥＤＸ分析装置付きである。また、来年度に

はＣＭＲＤＩ予算で薄膜電顕を購入する予定との情報を得た。

＜図書室＞

　逐次刊行図書114誌及び単行本198冊の目録コピーを入手した。本図書室は整備されたばかり

で、雑誌・単行本共にまだ種類が少なく、今後整備していく必要がある（研究者個人が購入

し、各人の書棚に保管されている雑誌・単行本がかなりあると思われる)。

３－２－２　表面硬化処理設備（浸炭・炭窒化）

＜処理方式変更＞

　現状では、まだシアン化合物を用いるソルト方式で浸炭処理を行っている企業もあるが、近

いうちに環境問題からシアン系ソルトの輸入は禁止になる可能性が高く、将来エジプトではソ

ルト方式はなくなる方向にあるのでガス浸炭方式に変更してほしい旨、ＣＭＲＤＩより要望さ

れた。

　ソルト方式は単純な外熱式構造であるため、浸炭処理と窒化処理を同一の炉で兼用すること

が可能であるが、ガス方式では両処理をひとつの炉で行うことはできない。ガス方式では、処

理温度が近い浸炭処理（850～950℃）と炭窒化処理（800～860℃）は同一炉で兼用できるが、

処理温度が大幅に異なる窒化処理（550～600℃）では、炉内温度分布の均一性を確保するため

専用炉が必要である。さらに、ガス炉はソルト炉よりも、40％程度高価なため、浸炭処理用と

窒化処理用のガス炉をそれぞれ１機ずつ整備すると、機材費用が３倍近くになってしまうこと
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を説明した。対象とする処理技術について優先度を聞いたところ、ＣＭＲＤＩとしては、浸

炭・炭窒化処理がより重要であり、当面のニーズの大部分は満たせるので、同兼用炉の供与を

希望する、との返答であった。

＜市場ニーズ＞

　現状の市場ニーズについて質問したところ、自動車部品・機械部品などの用途で表面硬化処

理が利用されてりおり、本分野の技術支援要望が既に寄せられているとの回答があり、その例

として著しく摩耗、変形した発電所機器部品（ラチェット）の提示があった。

３－２－３　新規供与設備（フォーマスター）

　ＡＤＩあるいは浸炭後熱処理などの熱処理条件を決定するには被処理鋼材のＴＴＴ図（恒温

変態図）またはＣＣＴ図（連続冷却変態図）が必要だが、それらをどのようにして得ているか

質問したところ、現状ではＡＳＴＭ Handbook記載の類似鋼材の図から類推しているとの返答

であった。

　鋼材規格の化学成分範囲はかなり広く規程されており、同一規格鋼材でも製造メーカー、製

造チャンスが異なると熱処理特性はかなり変動するので、精度よく熱処理条件を決定するに

は、自らＴＴＴ図あるいはＣＣＴ図を作成する必要がある。また、熱処理用鋼の改良を行う際

には同図の作成は必須であり、さらに、これらの図の作成は鋼の熱処理についての理解を深め

るにも有益であることを説明し、日本では熱膨張測定を用いた全自動変態測定装置

（Formaster）を用いてこれらの図を作成しており、同装置を用いれば１鋼種の図を数日で作

成可能である旨説明した。

　ＣＭＲＤＩ側からは、今まで知らなかったが、そのような便利で基本的な装置があるのなら

ば供与機材に追加してほしい旨強く要望された。

　ＪＩＣＡ本部の判断を得たのち協議した結果、同装置を供与し、それを用いたＴＴＴ図、

ＣＣＴ図作成の実技指導を行う方向で検討することとなった。

３－２－４　材質専門家業務内容

　材質担当専門家業務に関する要望ヒアリングを行ったところ、従来の技術移転項目に加え

て、下記の要望があった。

１) 材料の品質評価：

　中国や旧ソ連邦からの安価・低品質材料の輸入により、エジプトの材料メーカーが被

害を受けており、材質上のトラブルも発生している。それら材料の品質評価を行うこと

により、そうした被害を減少させることが可能と考えるが、サンプリングを含めた適切
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な評価手法を指導してほしい。

２) 破壊・強度実験室の新設援助：

　来年度から破壊・強度実験室を新設する計画である。取りそろえるべき機材リスト・

概算価格の情報提供、及び同実験室立ち上げに際しての技術的支援を要望された。

　品質評価手法については講義形式による技術移転を、破壊・強度実験室新設援助に関しては

情報提供と立ち上げ支援を、材質担当長期専門家が行う方向で検討することになった。

３－２－５　全体所感

・浸炭・窒化処理設備、破壊実験室設備、フォーマスター装置などについての討議を通じて感

じたのは、各種の情報量が少ないことである。調査能力ばかりでなく、ＣＭＲＤＩの構造的

な原因もあると思われる。

・稼働率が比較的低く、専任オペレーターのいない設備に関しては、メンテナンス状態が不十

分なもの、設備を十分に使いこなしていないものが多いように思われる。テクニシャンのポ

テンシャルアップ、意欲の向上策が必要と思われる。

・本プロジェクトの実施サイトとなる建設中の新棟を見学した。パイロットプラント棟と執務

室兼実験室棟が隣接した配置となっている。パイロットプラント棟は砂塵が舞い込む構造で

あり、精密機器（浸炭設備の制御機器など）は屋内屋に収納する必要があると思われる。実

験室に関しては、精密機器用冷却水は水質の関係から濾過水を使用した専用の水槽及び循環

系が必要と思われる。

３－３　鋳造分野に係る技術的報告３－３　鋳造分野に係る技術的報告３－３　鋳造分野に係る技術的報告３－３　鋳造分野に係る技術的報告３－３　鋳造分野に係る技術的報告

３－３－１　アルミダイカスト

・ターゲット・プロダクトはアイロンプレート及びコネクティングロッド（エアコン用）を予

定していたが、ＣＭＲＤＩからの希望もあり、以下に示すボトムソケット（自転車部品用）

及びブレーキ部品（鉄道用）となった。

・ボトムソケットはＣＭＲＤＩの機械加工設備でコピー製品が作製可能という観点から決定さ

れた。ブレーキ部品は、ボトムソケットよりも難易度が高く、重要な基本的形状である円形

（ドーナツ盤状）の製品という観点から決定された。

・２種類の金型（ボトムソケットとブレーキ部品）を日本で作製し、そのうちのひとつの金型

（ボトムソケット）については、２個取りのひとつをＣＭＲＤＩでのコピー製作にあてると

いう方針に変化はない。
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３－４　試験関連分野、レーザー分野に係る技術的報告３－４　試験関連分野、レーザー分野に係る技術的報告３－４　試験関連分野、レーザー分野に係る技術的報告３－４　試験関連分野、レーザー分野に係る技術的報告３－４　試験関連分野、レーザー分野に係る技術的報告

３－４－１　レーザー切断

(１) ＣＭＲＤＩが実施する対外サービス及び産業界のニーズ

１) 内容

　ＣＭＲＤＩから、企業に対するサービスの背景が次のように説明された。

・２、３年前には、レーザーを設置している企業は１社のみであったが、現在、

既に保有している企業と計画している企業を併せると15社20台にもなり、技術

サービスに対する潜在ニーズは高いと思われる。

・主なターゲット製品は自動車部品及び電機部品である。エジプトでは多くの自

動車会社があるが、総生産量が少ないため、ひとつのモデルの生産量は著しく

少ない。このため、生産形態は少量多品種である。したがって、切断では金型

を準備することが難しく、金型レスのレーザー切断が有効と考えられる。大き

く分類するなら、Sheet Metal 加工産業がターゲットとなる。

２) サービス内容の定義

　｢Modeling」と「Prototyping」の違いを確認した。Modelingは、最終図面ができる

前段階での試作であり、Prototypingは、最終確認のための試作である（実証試作)。

また、｢Technical Transfer」が個別にあげられていたが、これは包括概念であり、

他の項目と重複することが確認された。

３) ニーズに関する所見

ａ) ＣＭＲＤＩより示された主ターゲット製品が、自動車部品、電機部品、かつレー

ザー切断と例示されたことは、レーザー加工の発達の歴史から見て妥当であり、先方

も本音の部分で認識していると感じられた。

ｂ) 既にＣＭＲＤＩがレーザーに関する企業との研究会を発足させていること（実活動

はこれからスタート)、ニーズが板金切断にあることを想定すると、少なくとも

「Modeling」の試作活動は必ず実施され、また、それは技術的に可能と判断された。

ｃ) 一方、後述の機材選定で述べられた意見によると、溶接と表層改質に関するニーズ

はもっぱら、産業界ニーズよりもＣＭＲＤＩの研究レベルアップのウエイトが高いも

のといえる。

(２) レーザー切断機材の選定

１) 機材選定に関する日本側からの技術説明

　以下の資料を用い、レーザー及び加工ステーションの選択のための情報を提供した。

ここでの情報は個人的見解ではなく、一般認識であることを強調し、性能のみならず、
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保守容易性（費用）について十分な説明を行った。

・炭酸ガスレーザーとＹＡＧレーザーの特徴の比較

・個々のレーザーの方式の違いと加工ステーションの特徴の比較

・市販レーザー機器の具体的仕様の例の紹介

・レーザーの加工能力比較図

・炭酸ガスレーザーの定期メンテナンスの例（ＮＫＫ、エジプト２社、計３社の例）

２) 機材選択の協議

ａ) ＣＭＲＤＩは、当初、従来どおりの炭酸ガスレーザーを要望した。

ｂ) ＪＩＣＡ側では、炭酸ガスレーザー、ＹＡＧレーザーのどちらでも差し支えない

が、将来、ＣＭＲＤＩが機材を自主的に運用した場合の保守費用を十分考慮してほし

い旨を十分に説明した。

ｃ) メーカーによる定期保守の頻度についての資料は、リアリティーが大であったよう

である。エジプト既存機（CO2 レーザー）では、稼働率が低くても年１回以上のメー

カー保守が必要なことで、費用負担の大なことが認識されたと思われる。

ｄ) 一方、上記資料では、現段階ではエジプトで企業がレーザーを導入しても稼働率が

低い事実を示している。一方、ＣＭＲＤＩ側は同事実から「産業界がすぐに導入する

のは困難であるから、代わってＣＭＲＤＩに設置した装置で産業ニーズに応える」と

の見方をして、大出力機要望の根拠とした。

ｅ) さらに、ＣＭＲＤＩは中東、アフリカにおける金属研究のセンターであるので、各

国からの期待が大きく、そのためにもなるべく出力の大きなレーザーがほしいとの主

張を前回同様繰り返した。

ｆ) なお、ＣＭＲＤＩ側では前回主張した「エジプトに設置済み、設置予定のレーザー

のほとんどは炭酸ガスレーザーである」との意見は、今回は一切出さなかった。

ｇ) 以上の議論から、ＣＭＲＤＩは導入レーザーをＹＡＧとすることで合意した。

ｈ) 「仕様確認済み市販機」の例を見ながら出力を議論したが、日本側の1.65kW（２

kW級）に対し、ＣＭＲＤＩ側は3.8kW（４kW級）を要望した。最終的に、1.65kW（２

kW級）と2.7kW（３kW級）のいずれかを選択し、その最終判断は日本側の判断に委ね

ることで合意した。

ｉ) 上記背景のもとに、最終的に日本側としては1.65kW（２kW級）のＹＡＧレーザー

を供与することを申し入れ、了承された。

ｊ) 合意基本仕様は次のとおりである。

・タイプ ＹＡＧレーザー

・出力 ２kW級
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・加工寸法 1.5m×２m

・制御 多関節ロボット５軸

(３) レーザー切断機仕様に関する所見

ａ) 今回合意した仕様の機材は、産業界の潜在ニーズである板金切断と、ＣＭＲＤＩ側

のニーズである溶接、表層改質を基本的にカバーできる。

ｂ) 基本タイプをＹＡＧレーザーとしたことで、炭酸ガスレーザーに比べると後日の保

守ははるかに容易（技術、コスト両面）である。

ｃ) 合意した仕様は、研究所としてステータスの意味でも十分なものである（炭酸ガス

レーザーでは日本の研究機関では最大50kWであるのに対し、ＹＡＧレーザーでは最大

５kW程度である）

(４) レーザーの技術移転時の補足的必要機材の確認

　レーザー機材本体の受入れ環境、実験に必要な機材の有無を確認し、日本側で用意す

るものと、ＣＭＲＤＩ側で用意するものを下表（次ページ）のように分類し、了承され

た。

　施設図面、作業治具類については、後日、機材のメーカーが決まったあと、連絡する

こととした。また、本場所が機材に十分な広さと高さであるかどうかについては、帰国

後、直ちに連絡する。
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レーザー関連の補足機材一覧

＊本項目はミニッツのAnnex16に記載されている。

            Equipment In charge

Double Room Air Conditioner, Ventilation, Dustproof Painting on Floor, ＣＭＲＤＩ

Lighting, Door with Lock, Electric Wiring and Outlet (NFB)

Gas Supply Gas=CO2, Ar, He, N2, CO2, Air, Gas Cylinder Stand outside ＣＭＲＤＩ

Building and Air Compressor with Dryer, Filter and Pressure

Adjust Valve, Pipe Laying into the Room with Valves and

Nipples

Water Supply Into the Room with Valves ＣＭＲＤＩ

Pure Water Maker ＣＭＲＤＩ

Rotating Work Stand Circumference Processing Japan

Wire Feeder For Welding if need ＣＭＲＤＩ

Work Fixing Table ＣＭＲＤＩ

Work Fixing Jig For Cutting, For Welding ＣＭＲＤＩ

Work Traveling Jig For Linear Welding (Rail＋Travelling Cart＋etc) ＣＭＲＤＩ

Vacuum Cleaner ＣＭＲＤＩ

Roughness Meter Exist

Dross Analysis Fluorescent X-ray Analysis Exist

Tool Shelf Japan

Working Table for Steel Plate Top with Vise, 2m×1m ＣＭＲＤＩ

Preparation of Sample

Working Desk Measurement For Contour Meter, PC, etc. 2m×1m, with 4 Chairs ＣＭＲＤＩ

Dial Gauge and Stand Exist

Thermo-couple Japan

Percussion Welder Japan

Stop Watch Exist

Pen Recorder Exist

Sample Reservation Shelf ＣＭＲＤＩ

Sample Reservation Case ＣＭＲＤＩ

35mm Camera for Multipurpose Shutter Speed<1/8000s, three-legged support, Standard-lens, ＣＭＲＤＩ

Macro-lens, Remote Switch, Motor Drive, Case, 5 Filters

Multi Voltage Instrument Resolution<10μV ，Vmax>440Vrms, AC：Freq.>1000Hz, ＣＭＲＤＩ

4wire Resistance, Current>2A

Constant DC Current and For Calibration and Resistance Measurement, MAX:10＋-１mV, Japan

Voltage Generator 1A＋-0.1mA
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・企業で生じた疲労損傷の原因解析技術

・溶接構造物の疲労設計指針のコンサルティング

　なお、このような技術を定着させる手段として、溶接継手の疲労強度評価技術を移

転することが重要と考える。

２) 機材仕様

　実験室の既存機材を再度確認したが、基本的には、前回結論と変更はない。ただし、

計測消耗品、供試材料は、時間をかければ基本的には調達できるものの、これまで経

験がないため、当初の調達は簡単ではない。このため、技術移転期間に必要な消耗品

は日本で調達し、準備することとしたい。

(２) その他

＜市内道具販売店の見学＞

　福本チーム派遣専門家の案内により、市内店舗の見学を行った。ゼロックス直営のコ

ピーセンターでは、図面出力などではどのようなものでも可能であり、十分な機材がそ

ろっていた。文房具店は、輸入品ではあるが通常の品物がほとんどそろっており、十分

と感じられた。例えば、ホワイトボート、ＯＨＰ関連製品が入手できる。コンピューター

店は、プリンターインクなどの消耗品は多少あるが、品ぞろえは極めて少ない。ただし、

注文により、どのようなものでも入手できるとのこと。

　一方、機械道具については、特定の通りに多くの店があるものの、ドライバー、スパ

ナなど一般工具が中心であり、機械補修部品の入手は困難と感じられた。専門電気店は

数軒あり、ターミナルなどの小物部品と、オッシロなどの機器が販売されているが、秋

葉原の店に比べると著しく品物の種類は少なく、電気補修部品の入手も簡単ではないだ

ろう。
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資　　　　　　料資　　　　　　料資　　　　　　料資　　　　　　料資　　　　　　料

１　ミニッツ１　ミニッツ１　ミニッツ１　ミニッツ１　ミニッツ

２　調査に先立って交わされた質問書及び回答書２　調査に先立って交わされた質問書及び回答書２　調査に先立って交わされた質問書及び回答書２　調査に先立って交わされた質問書及び回答書２　調査に先立って交わされた質問書及び回答書

　２－１　質問書及び回答書によるやり取りの概要　２－１　質問書及び回答書によるやり取りの概要　２－１　質問書及び回答書によるやり取りの概要　２－１　質問書及び回答書によるやり取りの概要　２－１　質問書及び回答書によるやり取りの概要

　２－２　第１回質問書（ＪＩＣＡ→ＣＭＲＤＩ）　２－２　第１回質問書（ＪＩＣＡ→ＣＭＲＤＩ）　２－２　第１回質問書（ＪＩＣＡ→ＣＭＲＤＩ）　２－２　第１回質問書（ＪＩＣＡ→ＣＭＲＤＩ）　２－２　第１回質問書（ＪＩＣＡ→ＣＭＲＤＩ）

　２－３　第１回質問書に対する回答書（ＣＭＲＤＩ→ＪＩＣＡ）　２－３　第１回質問書に対する回答書（ＣＭＲＤＩ→ＪＩＣＡ）　２－３　第１回質問書に対する回答書（ＣＭＲＤＩ→ＪＩＣＡ）　２－３　第１回質問書に対する回答書（ＣＭＲＤＩ→ＪＩＣＡ）　２－３　第１回質問書に対する回答書（ＣＭＲＤＩ→ＪＩＣＡ）

　２－４　第２回質問書（ＪＩＣＡ→ＣＭＲＤＩ）　２－４　第２回質問書（ＪＩＣＡ→ＣＭＲＤＩ）　２－４　第２回質問書（ＪＩＣＡ→ＣＭＲＤＩ）　２－４　第２回質問書（ＪＩＣＡ→ＣＭＲＤＩ）　２－４　第２回質問書（ＪＩＣＡ→ＣＭＲＤＩ）

　２－５　第２回質問書に対する回答書（ＣＭＲＤＩ→ＪＩＣＡ）　２－５　第２回質問書に対する回答書（ＣＭＲＤＩ→ＪＩＣＡ）　２－５　第２回質問書に対する回答書（ＣＭＲＤＩ→ＪＩＣＡ）　２－５　第２回質問書に対する回答書（ＣＭＲＤＩ→ＪＩＣＡ）　２－５　第２回質問書に対する回答書（ＣＭＲＤＩ→ＪＩＣＡ）

　２－６　第３回質問書（ＪＩＣＡ→ＣＭＲＤＩ）　２－６　第３回質問書（ＪＩＣＡ→ＣＭＲＤＩ）　２－６　第３回質問書（ＪＩＣＡ→ＣＭＲＤＩ）　２－６　第３回質問書（ＪＩＣＡ→ＣＭＲＤＩ）　２－６　第３回質問書（ＪＩＣＡ→ＣＭＲＤＩ）

　２－７　第３回質問書に対する回答書（ＣＭＲＤＩ→ＪＩＣＡ）　２－７　第３回質問書に対する回答書（ＣＭＲＤＩ→ＪＩＣＡ）　２－７　第３回質問書に対する回答書（ＣＭＲＤＩ→ＪＩＣＡ）　２－７　第３回質問書に対する回答書（ＣＭＲＤＩ→ＪＩＣＡ）　２－７　第３回質問書に対する回答書（ＣＭＲＤＩ→ＪＩＣＡ）
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